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ごあいさつ  

 

近 年 、 障 害 の あ る 人 を 取 り 巻 く 状 況 は 大

きく 変 化し て いま す 。 介 護 する 人 の高 齢 化

や親 亡 き後 の 問題 、 医療 的 ケア が 必要 な 子

ども や 障害 の ある 子 ども の 早期 療 育の ニ ー

ズの 増 加 な ど に対 し 、一 層 の 対 応 が 求 め ら

れて い ます 。  

また 、 新型 コ ロナ ウ イル ス 感染 症 が拡 大

し、 障 害の あ る人 た ちの 暮 らし に も大 き な

影響 を 及ぼ し てい ま す 。  

国で は 、平 成２ ８ 年４ 月 の障 害 者 差別 解 消法 の 施行 や 、「 地 域共

生 社 会 」 の 実 現 に 向 け た 平 成 ３ ０ 年 ４ 月 の 社 会 福 祉 法 の 一 部 改 正

など の 制度 改 正が 行 われ て いま す 。  

 

この よ うな 中、 新た な 課題 に 対応 する た め、 令和 ３年 度 を計 画

初年 度 とす る 第 ４ 期 鶴ヶ 島 市 障 害 者支 援 計画（ 第６ 期 鶴ヶ 島 市 障

害者 プ ラン・第 ６期 鶴 ヶ島 市 障害 福祉 計 画 ・第 ２ 期鶴 ヶ 島市 障 害

児福 祉 計画 ） を策 定 し ま し た。  

障害 の ある 人 もな い 人も 、誰も が 平等 に 学び 、 働き 、暮ら せ る

社会 、「 と もに 生 きる や さし さ のあ るま ち をめ ざ して 」、関 係機 関

や関 係 団体 等 との 連 携を 図 りな が ら、施 策を 着 実に 展 開し て まい

り ま す 。 市 民 の 皆 様 を は じ め 、 関 係 者 の 方 々 に お か れ ま し て も 、

ご理 解 とご 協 力を お 願い い たし ま す。  

 

結び に、 第 ４期 鶴ヶ 島 市 障 害 者支 援計 画 の策 定 にあ た り、多 大

な ご 尽 力 を い た だ き ま し た 鶴 ヶ 島 市 障 害 者 支 援 協 議 会 の 皆 様 を

はじ め、貴重 な ご意 見 やご 提 案を いた だ きま し た市 民 の皆 様、ご

協 力 を い た だ き ま し た 多 く の 皆 様 に 心 か ら お 礼 を 申 し 上 げ ま す 。 

 

令和 ３ 年３ 月  

鶴ヶ 島 市長  齊  藤  芳  久  
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第１ 障害者支援計画策定の背景及び趣旨            

 

  鶴ヶ島市では、平成３０年３月に『鶴ヶ島市障害者支援計画（第５期鶴ヶ島市障害者

プラン・第５期鶴ヶ島市障害福祉計画・第１期鶴ヶ島市障害児福祉計画）』を策定し、

障害者施策を総合的かつ計画的に推進するとともに、福祉サービスに係る数値目標及び

見込み量を設定し、障害者の生活支援策の充実に努めてきました。  

  この計画期間中、身近な相談窓口として市内３か所に開設した「障害者地域相談支援

センター」により相談支援業務を充実させるとともに、地域における複数の機関が分担

して機能を担う「面的整備型」の地域生活支援拠点の整備を進めてきました。  

 

  国においては、平成 30 年 4 月に施行された社会福祉法の一部改正により、「我が事・

丸ごと」の地域福祉の理念とともに、市町村が包括的な支援体制づくりに努める旨が規

定されました。平成 30 年 6 月には、文化芸術活動を通じた障害者の個性と能力の発揮

及び社会参加の促進を目的とした「障害者による文化芸術活動の推進に関する法律」が

施行されました。  

 

また、近年、全国では大規模な地震・水害等の災害が発生し、災害弱者である障害の

ある人の避難行動の支援などが課題となっています。さらには、令和２年になると、新

型コロナウイルス感染症が広がりを見せ、３密の回避やマスク着用、手指消毒など新し

い生活様式が求められています。  

 

  本市では、このような障害のある人を取り巻く社会情勢の変化等を踏まえ、障害のあ

る人のニーズを的確にとらえ、障害のある人が社会の一員として分け隔てられることな

く、地域の中でともに育ち、ともに学び、ともに生活し、ともに働き、ともに活動でき

るまちの実現を目指して「第４期鶴ヶ島市障害者支援計画」を策定するものです。 
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第２ 障害者支援計画の位置づけと期間             
 

（１）障害者支援計画の位置づけ 

◎障害者支援計画は、「第６期障害者プラン＊1」、「第６期障害福祉計画＊2」、及

び「第２期障害児福祉計画＊3」を統合した計画として策定したもので、市が取り組

むべき今後の障害者施策の基本方向を定めた総合的な計画です。  

◎国及び埼玉県それぞれが策定した関連計画や､市が策定した各種計画などとの整

合・連携を図ります。  

◎「第６次鶴ヶ島市総合計画」の部門計画として策定します。  

 

■計画の位置づけ  

                第６次鶴ヶ島市総合計画  

 

                第２次鶴ヶ島市地域福祉計画  

 

国の基本指針           第４期鶴ヶ島市障害者支援計画 

第６期鶴ヶ島市障害者プラン  

（鶴ヶ島市成年後見制度利用促進基本計画） 

                   第６期鶴ヶ島市障害福祉計画  

埼玉県障害者支援計画          第２期鶴ヶ島市障害児福祉計画  

 

                     整合 

 

                  鶴ヶ島市高齢者福祉計画・介護保険 

                  事業計画 

 

                  鶴ヶ島市子ども・子育て支援事業計画  

 

                  健康つるがしま２１（第２次鶴ヶ島市  

健康づくり計画・食育推進計画） 

 

                  その他関連計画 

 

 

                                                   
＊1 障害者プラン 

障害者基本法第１１条第３項に定める市町村障害者計画として定めるものです。本市にお
ける障害者の状況を踏まえ、市の障害者施策に関する基本的な方向性を定めます。 

＊2 障害福祉計画 
障害者の日常生活および社会生活を総合的に支援するための法律（以下「障害者総合支援
法」と言う。）第８８条に定めるもので、障害福祉サービス、地域生活支援事業の提供体
制の確保に係る目標と必要量の見込みを定めます。 

＊3 障害児福祉計画 
児童福祉法第３０条の２０に基づき、障害児支援に係る提供体制の計画的な構築を推進す
るために必要な事項を定めるものです。  
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（２）計画の期間 

◎障害者支援計画（第６期障害者プラン・第６期障害福祉計画・第２期障害児福祉計

画）は、令和３年度から令和５年度までの３年間の計画として策定します。  

なお、この期間中においても、社会変化・法制度の変更などにより、計画の部分的

変更、見直し、付加などを必要に応じて行うこととします。  

 

障害者支援計画 

 

平成３０年度～令和２年度 

 

 

令和３年度～令和５年度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第３ 計画の対象者                      
 

   本計画では、「障害者」の範囲を、身体障害、知的障害、精神障害（発達障害、高次

脳機能障害＊4を含む。）のほか、難病＊5その他心身の機能の障害がある人で、障害及

び社会的障壁により継続的に日常生活又は社会生活に相当な制限を受ける状態にある

人を対象とします。 

   なお、「障害児」は、児童福祉法で規定する障害児を対象とします。  

 

                                                   
＊4 高次脳機能障害 

けがや病気によって脳に損傷を負い、知的な機能に障害が出て日常生活や社会生活に支障
を来す状態を指します。 

＊5 難病 
原因不明、治療法未確立であり、かつ後遺症を残すおそれが少なくない疾病のこと。また、
経過が慢性にわたり、単に経済性のみならず介護等に著しく人手を要するために家庭の負
担が重く、精神的にも負担の大きい疾病のことです。 

第３期障害者支援計画 

第５期障害者プラン  

第５期障害福祉計画  

 第１期障害児福祉計画  

第４期障害者支援計画 
第６期障害者プラン 

第６期障害福祉計画 

 第２期障害児福祉計画 
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第４ 障害者支援計画策定のプロセス              
 

（１）障害者福祉についての市民意識調査の実施  
 

障害者福祉の現状や市民ニーズを把握するために、令和２年６月～７月に障害者

手帳を所持している市民７００人を対象に「障害者福祉についての市民意識調査（以

下「アンケート調査」という。）」を実施しました。 

 

（２）障害者関係団体・障害福祉サービス事業所からのヒアリングの実施  
 

障害者支援計画の策定にあたっては、障害のある人の団体や障害福祉サービスな

どを提供している事業所・団体から現状や意見を聞く懇談会を開催し、意見を参考

にしました。 

 

（３）鶴ヶ島市障害者支援協議会等からの意見聴取 
     

障害のある人やその家族、障害福祉サービス事業者など、障害福祉に関わる関係

者をはじめ、公募による市民委員により構成された「鶴ヶ島市障害者支援協議会＊6」

及びその作業部会により、意見をいただきました。 

 

（４）庁内策定委員会及び関係部局による検討  
 

障害者支援計画の策定にあたって、庁内組織である障害者支援計画策定委員会に

より、前期障害者支援計画の実施状況や障害者支援計画の具体的な取組み内容や手

法などについて検討を行いました。  

 

（５）市民コメント制度の実施 
 

障害者支援計画の策定過程における公正の確保と透明性の向上を図るとともに、

市民との協働のまちづくりの推進に資することを目的として、障害者支援計画案の

趣旨、内容を公表し、その案について市民から提出された意見を考慮して策定しま

した。 

 

                                                   
＊6 障害者支援協議会 

地域での障害福祉に関する関係者による連携や支援体制について協議を行う会議です。  
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第１ 障害者の状況                      

 

（１）障害者手帳所持者数の推移 
障害者手帳所持者数（身体障害者手帳、療育手帳、精神障害者保健福祉手帳）は増

加し、令和２年４月１日現在は 2,786 人です。総人口に対する比率は、令和２年で

3.98％になっています。  

 

 ■障害者手帳所持者数及び市人口に対する比率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 平成 27 年 平成 28 年 平成 29 年 平成 30 年 令和元年 令和 2 年 

市の人口 70,089 人 70,019 人 69,987 人 70,081 人 69,950 人 69,942 人 

所持者 2,519 人 2,558 人 2,640 人 2,643 人 2,719 人 2,786 人 

比率 3.59 ％ 3.65 ％ 3.77 ％ 3.77 ％ 3.89 ％ 3.98 ％ 

※各年 4 月 1 日現在の手帳所持者数  

 

 ■障害者手帳種類別及び年齢別の状況（令和２年度） 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 ※令和２年 4 月 1 日現在の手帳所持者 

20
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（２）身体障害者の状況 
身体障害者手帳所持者数はほぼ横ばいで、令和２年４月１日現在は 1,751 人となっ

ています。 

障害の種類別にみると、各年ともに「肢体不自由」が最も多く、最近は「内部障害

（心臓機能、膀胱・直腸機能、呼吸器機能障害など）」が増加傾向にあります。  

 

■身体障害者手帳所持者数の種類別推移  

 

※各年 4 月 1 日現在の手帳所持者数  

 

身体障害者手帳所持者数を障害の程度別にみると、令和２年４月１日現在、１級

（634 人）が最も多く、次いで４級（455 人）、３級（288 人）、２級（233 人）、６級

（72 人）、５級（69 人）となっています。各年とも 1 級が最も多くなっています。 

 

■身体障害者手帳所持者数の等級別推移  

  

※各年 4 月 1 日現在の手帳所持者数  
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（３）知的障害者の状況 
療育手帳所持者数は、令和２年４月１日現在は 448 人で、平成３０年から 54 人増

えて、伸び率 13.7％となっています。  

障害の程度別にみると、令和２年４月１日現在はＣ（軽度）が最も多く 139 人、次

いでＢ（中程度）120 人、Ａ（重度）98 人、〇Ａ（最重度）91 人となっています。 

平成３０年と比較するとＣ（軽度）の伸びが一番大きくなっています。  

 

■療育手帳所持者数の推移  

 

※各年 4 月 1 日現在の手帳所持者数  
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（４）精神障害者の状況 
精神障害者保健福祉手帳所持者数は、令和 2 年 4 月 1 日現在 587 人で、平成 30 年

から 92 人増えて、伸び率 18.6%となっています 

障害の程度別にみると、令和 2 年 4 月 1 日現在は 2 級が最も多く 317 人、次いで

3 級 227 人、1 級 43 人となっています。平成 30 年と比較すると 1 級は 11 人増で伸

び率 34.4%、2 級は３０人増で伸び率 10.5%、3 級は 51 人増で 29.0%となってい

なす。 

また、精神障害者通院医療費交付負担患者数の推移をみると、年々増加傾向にあり

ます。 

 

■精神障害者保健福祉手帳所持者数の推移 

 

※各年 4 月 1 日現在の手帳所持者数  

 

 

■精神障害者通院医療費公費負担患者数の推移  

 

 

 

 

 

 

 

※各年 4 月 1 日現在の受給者数 
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第２ アンケート調査結果に基づく障害者の状況         
 
（１） 障害者福祉に関するアンケート 

 
本計画を策定するにあたり、障害者の生活実態や福祉施策への要望などを把握し、計画

策定の基礎資料とすることを目的に、市内の障害者手帳所持者等７００人に、アンケート

調査を実施しました。（※本人が記入できない場合、家族などが本人の立場に立って記入） 

 

 〇調査方法 

項目 内 容 

調査対象 身体障害者手帳所持者、療育手帳所持者、精神障害者保健福祉手帳

所持者から 700 人を無作為抽出 

調査方法 郵送配布・郵送回収 

調査期間 令和２年６月～７月 

 

 〇回収結果 

配付数 回収数 回収率 

700 416 59.4％ 

 

 

１）アンケート結果の主な概要 

①生活状況 

■主な介助者 

「父母・祖父母・兄弟」が最も多い       

主な介助者についてたずねたところ、

「父母・祖父母・兄弟」が 42.4％で最も

多く、次に、「配偶者（夫または妻）」が

32.2％となっています。 

 

 「40～64 歳」が 46.9%を占める 

  主な介助者の年齢については、「40～

64 歳」が 46.9％を占めて多く、「65～

74 歳」が 25.1％、「75 歳以上」が 18.4％

となっています。「65～74 歳」と「75

歳以上」を合わせると、65 歳以上が

43.5％となっています。 

 

 

 

 

 

 

42.4 

32.2 

25.9 

23.4 

5.4 

2.9 

0 20 40 60

父母・祖父母・兄弟

配偶者（夫または妻）

ホームヘルパーや

施設の職員

子ども

その他の人

（ボランティア等）

無回答

（％）

 図 主な介助者 

（回答者総数：205 人） 
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表  介助者の状況①年齢   単位：人（％） 

区  分 全体 

回答者総数（人） 179 

17歳以下 1 ( 0.6) 

18～39歳 14 ( 7.8) 

40～64歳 84 (46.9) 

65～74歳 45 (25.1) 

75歳以上 33 (18.4) 

無回答 2 ( 1.1) 

 

～今後の課題～ 

主な介助者は「父母・祖父母・兄弟」

「配偶者」といった近親者が多くなって

います。また、介助者の43.5%を65歳以

上が占めているので、今後、高齢化が進

むと介助者の身体的な負担が大きくなっ

ていくと考えられます。 

 

 

■地域で生活するための支援 

『福祉施設で暮らしている』又は『病 

院に入院している』という人に、地域で

生活するための支援についてたずねたと

ころ、「障害者に適した住居（グループホ

ームなど）の確保」が 52.2％で最も多く、

次に、「在宅で医療ケアなどが適切に得ら

れること」、「必要な在宅サービスが適切

に利用できること」、「経済的な負担の軽

減」の３項目が同率で 47.8％となってい

ます。 

 

表  地域で生活するための支援 単位：人（％） 

区  分 全体 

回答者総数（人） 23 
障害者に適した住居（グル
ープホームなど）の確保 

12 (52.2) 

在宅で医療ケアなどが適切
に得られること 

11 (47.8) 

必要な在宅サービスが適切
に利用できること 

11 (47.8) 

経済的な負担の軽減 11 (47.8) 

生活訓練等の充実 6 (26.1) 

地域住民等の理解 6 (26.1) 

相談対応等の充実 5 (21.7) 

その他 0 ( 0.0) 

無回答 1 ( 4.3) 

 

 図 介助者の状況①年齢 

（回答者総数：179 人） 

17歳以下

0.6%
18～39歳

7.8%

40～64歳

46.9%
65～74歳

25.1%

75歳以上

18.4%

無回答

1.1%

 図 地域で生活するための支援 

（回答者総数：23 人） 

52.2 

47.8 

47.8 

47.8 

26.1 

26.1 

21.7 

0.0 

4.3 

0 20 40 60

障害者に適した住居（グループ

ホームなど）の確保

在宅で医療ケアなどが適切に

得られること

必要な在宅サービスが適切に

利用できること

経済的な負担の軽減

生活訓練等の充実

地域住民等の理解

相談対応等の充実

その他

無回答

（％）
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～今後の課題～ 

福祉施設及び病院に入所・入院している人が、地域で生活するには、グループホーム

などの整備とともに、在宅で医療ケアや在宅サービスが適切に受けられる環境を整備す

ることが必要と考えられます。 

 

 

②外出について 
■外出する際の主な同伴者 
表  外出する際の主な同伴者  － 手帳の種類別    単位：人（％） 

区  分 

手帳の種類 

身体障害者手帳 療育手帳 
精神障害者 
保健福祉手帳 

回答者総数（人） 300 77 88 

父母・祖父母・兄弟 20 ( 8.3) 33 (50.0) 12 (17.6) 

配偶者 66 (27.4) 1 ( 1.5) 16 (23.5) 

子ども 16 ( 6.6) 1 ( 1.5) 1 ( 1.5) 

ヘルパーや施設の職員 24 (10.0) 9 (13.6) 0 ( 0.0) 

その他の人 2 ( 0.8) 0 ( 0.0) 0 ( 0.0) 

１人で外出する 113 (46.9) 22 (33.4) 39 (57.4) 

小計 241  66  68  

非該当・無回答 59  11  20  

  注）手帳の種類には、無回答の数は除き、重複回答を含める。 

   割合（％）は、有効回答数から算出する。 

 

身体障害者手帳と精神保健福祉手帳の所持者は、一人で外出する人の割合が高く、  

療育手帳所持者は父母・祖父母・兄弟と外出する割合が高い  

  手帳の種類別で大きな差異が見られました。「一人で外出」と回答した人は、身体

障害者手帳所持者では 46.9%、精神保健福祉手帳所持者では 57.4%とそれぞれ最

も多くを占めています。一方、療育手帳所持者は「父母・祖父母・兄弟」が 50.0%

と最も多くを占めています。 

 

～今後の課題～ 

  今後、身体障害者手帳所持者の年齢が高くなると、買い物、受診などの支援が必

要になると考えられます。 

  療育手帳所持者は、付き添いの多くが家族となっています。18 歳を超えると特別

支援学校の通学がなくなり、通所が始まりますので、通所の送迎が課題となると考

えられます。 

  精神保健福祉手帳所持者は、一人で外出する割合が高く、手帳の種別によって、

外出に必要な支援は異なっています。 
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③まちづくり 
■外出時に困ること 

「道路や駅に階段や段差が多い」が 

24.6％で最も多い 

外出するという人に、外出時に困ること

についてたずねたところ、「道路や駅に階段

や段差が多い」が24.6％で最も多く、次に

「電車やバスの乗り降りが困難」が16.5％、

「外出にお金がかかる」が15.7％となって

います。 

 

表  外出時に困ること 単位：人（％） 

区  分 全体 

回答者総数（人） 357 
道路や駅に階段や段差が多
い 

88 (24.6) 

電車やバスの乗り降りが困
難 

59 (16.5) 

外出にお金がかかる 56 (15.7) 

外出先の建物の設備が不便
（通路、トイレ、エレベー
ターなど） 

53 (14.8) 

発作など突然の身体の変化
が心配 

47 (13.2) 

障害者用駐車場が少ない 43 (12.0) 

公共交通機関が少ない（電
車やバスの本数が少ない） 

42 (11.8) 

周囲の目が気になる 40 (11.2) 

困った時に手助けしてもら
えない 

40 (11.2) 

切符の買い方や乗換えの方
法がわかりにくい 

29 ( 8.1) 

介助者が確保できない 19 ( 5.3) 

その他 44 (12.3) 

無回答 99 (27.7) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図 外出時に困ること 

（回答者総数：357 人） 

24.6 

16.5 

15.7 

14.8 

13.2 

12.0 

11.8 

11.2 

11.2 

8.1 

5.3 

12.3 

27.7 

0 10 20 30

道路や駅に階段や段差が

多い

電車やバスの乗り降りが

困難

外出にお金がかかる

外出先の建物の設備が

不便（通路、トイレ、エレ
ベーターなど）

発作など突然の身体の

変化が心配

障害者用駐車場が少ない

公共交通機関が少ない

（電車やバスの本数が
少ない）

周囲の目が気になる

困った時に手助けして

もらえない

切符の買い方や乗換えの

方法がわかりにくい

介助者が確保できない

その他

無回答

（％）
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表  外出時に困ること － 手帳の種類別        単位：人（％） 

区  分 全体 

手帳の種類 

身体障害者手帳 療育手帳 
精神障害者 
保健福祉手帳 

回答者総数（人） 357 257 68 73 

道路や駅に階段や段差が多い 88 (24.6) 83 (32.3) 9 (13.2) 8 (11.0) 

電車やバスの乗り降りが困難 59 (16.5) 53 (20.6) 9 (13.2) 6 ( 8.2) 

外出にお金がかかる 56 (15.7) 34 (13.2) 13 (19.1) 18 (24.7) 

外出先の建物の設備が不便（通
路、トイレ、エレベーターなど） 

53 (14.8) 44 (17.1) 10 (14.7) 7 ( 9.6) 

発作など突然の身体の変化が
心配 

47 (13.2) 33 (12.8) 10 (14.7) 16 (21.9) 

障害者用駐車場が少ない 43 (12.0) 42 (16.3) 8 (11.8) 0 ( 0.0) 

公共交通機関が少ない（電車や
バスの本数が少ない） 

42 (11.8) 31 (12.1) 9 (13.2) 15 (20.5) 

周囲の目が気になる 40 (11.2) 20 ( 7.8) 12 (17.6) 15 (20.5) 

困った時に手助けしてもらえ
ない 

40 (11.2) 22 ( 8.6) 19 (27.9) 8 (11.0) 

切符の買い方や乗換えの方法
がわかりにくい 

29 ( 8.1) 19 ( 7.4) 11 (16.2) 3 ( 4.1) 

介助者が確保できない 19 ( 5.3) 14 ( 5.4) 6 ( 8.8) 2 ( 2.7) 

その他 44 (12.3) 29 (11.3) 9 (13.2) 13 (17.8) 

無回答 99 (27.7) 70 (27.2) 15 (22.1) 20 (27.4) 

  注）手帳の種類には、無回答の数は除き、重複回答を含める。  

 

～今後の課題～ 

外出時に困ることの障害の種類別では、身体障害者手帳所持者は「道路や駅に階段や

段差が多い」が 32.3％、療育手帳所持者は「困った時に手助けしてもらえない」が 27.9％、

精神障害者保健福祉手帳所持者は「外出にお金がかかる」が 24.7%とそれぞれ最も多く

なっています。 

引き続き、人にやさしいまちづくりの推進とともに、移動の手助けとなる支援が必要

となっています。 
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④就労 
■就労支援で必要なこと 

職場の上司や同僚に「障害の理解があること」が36.8％で最も多い 

障害者の就労支援で必要なことは、身体障害者手帳所持者は、「職場の上司や同僚に障

害の理解があること」が 27.3%で最も多く、精神障害者保健福祉手帳所持者は、「職場

の障害者理解」が 48.9%で最も多くなっています。 

療育手帳所持者は「職場の上司や同僚に障害の理解があること」「職場の障害者理解」

がともに 62.3％で最も多くなっています。 

 
表  障害者の就労支援で必要なこと 
             単位：人（％） 

区  分 全体 

手帳の種類 

身体障害者手帳 療育手帳 
精神障害者 
保健福祉手帳 

回答者総数（人） 416 300 77 88 

職場の上司や同僚に障害の
理解があること 

153 (36.8) 82 (27.3) 48 (62.3) 39 (44.3) 

職場の障害者理解 148 (35.6) 80 (26.7) 48 (62.3) 43 (48.9) 

短時間勤務や勤務日数等の
配慮 

116 (27.9) 79 (26.3) 20 (26.0) 33 (37.5) 

通勤手段の確保 103 (24.8) 73 (24.3) 26 (33.8) 23 (26.1) 

就労後のフォローなど職場
と支援機関の連携 

102 (24.5) 50 (16.7) 36 (46.8) 33 (37.5) 

仕事についての職場外での
相談対応、支援 

87 (20.9) 43 (14.3) 28 (36.4) 33 (37.5) 

職業訓練の充実 82 (19.7) 46 (15.3) 32 (41.6) 21 (23.9) 

職場で介助や援助等が受け
られること 

79 (19.0) 47 (15.7) 31 (40.3) 18 (20.5) 

勤務場所におけるバリアフ
リー等の配慮 

75 (18.0) 63 (21.0) 16 (20.8) 8 ( 9.1) 

在宅勤務の拡充 72 (17.3) 53 (17.7) 11 (14.3) 20 (22.7) 

その他 30 ( 7.2) 20 ( 6.7) 7 ( 9.1) 10 (11.4) 

無回答 156 (37.5) 132 (44.0) 15 (19.5) 19 (21.6) 

  注）手帳の種類には、無回答の数は除き、重複回答を含める。  

 

～今後の課題～ 

就労支援で必要なことは、どの障害者手帳所持者でも「職場の上司や同僚に障害の理

解があること」「職場の障害者理解」が多くなっています。 

また、療育手帳所持者においては、上記２つの理由に次いで「就労後のフォローなど

職場と支援機関の連携」が多くなっています。 

  障害者を受け入れる企業に対し、障害に対する理解を啓発するとともに、就労後の支

援も必要と考えられます。 
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⑤障害者差別 

■差別や不快な経験の有無 

差別や嫌な思いをした経験のある人は

37.1％ 

障害があることで差別や嫌な思いをする

（した）ことがあるかについては、「ある」

が18.8％、「少しある」が18.3％で、差別

や嫌な思いをした経験のある人は37.1％

となっています。「ない」は53.4％となっ

ています。 

手帳の種類別にみると、身体障害者手帳

では「ない」が58.7％で多くなっています。 

一方、療育手帳では「ある」が35.1％、「少

しある」が28.6％で、差別や嫌な思いをし

た経験のある割合が多くなっています。 

 
表  差別や不快な経験の有無 － 手帳の種類別               単位：人（％） 

区  分 全体 

手帳の種類 

身体障害者手帳 療育手帳 
精神障害者 
保健福祉手帳 

回答者総数（人） 416 300 77 88 

ある 78 (18.8) 43 (14.3) 27 (35.1) 28 (31.8) 

少しある 76 (18.3) 50 (16.7) 22 (28.6) 17 (19.3) 

ない 222 (53.4) 176 (58.7) 23 (29.9) 37 (42.0) 

無回答 40 ( 9.6) 31 (10.3) 5 ( 6.5) 6 ( 6.8) 

  注）手帳の種類には、無回答の数は除き、重複回答を含める。  

 

■差別や不快な経験をしたところ 

「学校・仕事場」が40.3％で最も多い 

差別や嫌な思いをした経験のある人に、

どのような場所だったかをたずねたところ、

「学校・仕事場」が 40.3％で最も多く、次

に「外出先」が 39.6％、「住んでいる地域」

が 23.4％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図 差別や不快な経験の有無  

（回答者総数：416 人） 

ある

18.8%

少しある

18.3%

ない
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無回答

9.6%

 図 差別や不快な経験をしたところ 

（回答者総数：154 人） 
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その他

無回答

（％）
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表  差別や不快な経験をしたところ 

          単位：人（％） 

区  分 全体 

回答者総数（人） 154 

学校・仕事場 62 (40.3) 

外出先 61 (39.6) 

住んでいる地域 36 (23.4) 

仕事を探すとき 28 (18.2) 

余暇を楽しむとき 28 (18.2) 

病院などの医療機関 26 (16.9) 

その他 13 ( 8.4) 

無回答 3 ( 1.9) 

 

～今後の課題～ 

差別や不快な経験をしたところは、「学校・仕事場」が40.3%で最も高く、生活の身

近な場所が多くなっています。 

障害者の権利擁護に関する意識啓発や学校や地域における福祉教育の充実が必要と考

えられます。 

 
 

⑥災害・防災 
■近所で助けてくれる人の有無 

「いない」が40.4％ 

家族が不在の場合や一人暮らしの場合に、

近所で助けてくれる人がいるかについては、

「いる」が23.6％、「いない」が40.4％と

なっています。また、「わからない」は

29.1％となっています。 

 

 

～今後の課題～ 

近年、全国的に大規模な災害が発生して

いることから、災害時の支援体制の整備が

求められます。 

 

 

 図 近所で助けてくれる人の有無 

（回答者総数：416 人） 

いる

23.6%

いない

40.4%

わからない

29.1%

無回答

7.0%
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第 3 障害者団体等ヒアリングからの意見・課題         
 
（１） 障害者団体等ヒアリング 

 
１）ヒアリング調査の概要 
本計画を策定するにあたり、計画策定の基礎資料とすることを目的に、市内で活動して

いる障害者団体及び障害福祉サービス事業所等からヒアリングを実施した。 

 

 〇ヒアリングの経過 

実施日 団体・事業所名  

令和２年７月１６日  鶴ヶ島視覚障がい者の会アイネット、せせらぎ、 

福祉喫茶よつばを育てる会、Ｄｅｎ＆Ｄｅｎ、わかばの会  

参加者：１２人 

令和２年７月１７日  鶴ヶ島市聴力障害者会、折鶴会、Ｄｅｎ＆Ｄｅｎ、 

鶴ヶ島市障害者支援ネットワーク、ヤングボランティアグル

ープコスモス、ぴかる、こっこの会    参加者：１１人 

令和２年８月５日 鶴ヶ島なごみ、ひるがお、あゆみ福祉会  参加者： ４人 

  同日 はまや鶴ヶ島作業所、鶴ヶ島市立障害者生活介護施設きいち

ご、障害者基幹相談支援センター、鶴ヶ島ゆめの園、     

カウベル、鶴ヶ島在宅医療診療所、ほのぼの  

参加者：１０人 

  同日 てくてく、かっちゃんの作業所      参加者： ３人 

 

２）ヒアリング結果の主な概要（障害者団体等） 

〇相談支援 

  ・障害福祉のサービス・制度は複雑でわかりにくい。必要とする人との間をつなぐ相

談支援員の役割は重要。  

 〇障害福祉サービス 

  ・１８歳から就労訓練系の事業所に通い始めたが、帰宅が夕方 3～4 時。一人で留守

番ができないと、仕事のある親は働けない。  

 〇意思疎通 

  ・視覚障害者には信書を代読してくれるサービスがあればよい。  

  ・タブレット端末による遠隔手話が普及すれば、コロナ禍での感染リスク低下につな

がる。 

  ・手話が言語であるという認識が広まっていない。  

 〇就労支援 

  ・福祉作業所の自主製品を常設展示・販売の機会が拡充するとよい。  

 〇居場所 

  ・就労継続支援Ｂ型事業所は、就労訓練の外に居場所や社会の接点になっている。  

  ・平日は作業訓練だが、週末は無為に過ごしている。障害者が週末に余暇を楽しむ場

があればよい。 
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〇地域生活 

  ・一人世帯が多くなり、地域社会で孤立している状況がある。  

  ・集合住宅・住宅密集地で音をめぐる近隣同士のトラブルが発生している。  

 〇外出支援 

・移動支援、同行援護は移動の自由を保障するが、急用には即応できない。  

・外出を支援するサービスには、費用負担が伴うため外出を控えてしまう。  

 〇人にやさしいまちづくり 

  ・視覚障害者が外出すると、物理的障壁は依然として多く残っている。  

  ・外出して運動施設を利用することが健康づくりにつながる。つるワゴンの停留所に

ついて配慮してほしい。  

 〇障害児 

  ・障害のある人が幼少期から成人に達しても、途切れることなく相談先があり、一貫

した支援が受けられるとよい。  

  ・障害児の権利擁護や意思尊重のあり方は、その成長に応じた見直しがいる。  

  ・学齢期の障害児への療育支援は、学校教育との連携が難しい。 

 〇防災 

  ・聴覚障害者にとって防災メールは有効だが、字幕が早く読み取れなかった。送信方

法に工夫がほしい。 

  ・災害時の電源確保のために、自家発電の機器の貸し出しや共用を検討すべき。  

  ・災害時に大規模停電が発生した場合、医療的ケア児（者）の生命維持にとって重大

な危機となる。 

 

３）ヒアリング結果の主な概要（障害福祉サービス事業所） 

〇人材 

  ・福祉人材の確保と育成・定着には時間がかかる。  

  ・ケア技術の向上には、事業所間で連携して相互研修するとよい。  

 〇福祉サービスの質の向上 

  ・法定の障害サービスを厚くしようにも、報酬の算定基準が厳しい。  

  ・地域生活支援事業の障害サービスを厚くしようにも単価基準が実態に合っていない。  

  ・土地を有効活用したい地主と建築業者が、福祉施設を設置しようとするが、運営主

体がなく、とん挫する事案がある。  

  ・グループホームによっては、利用料金が高額であったり、障害程度を限定して、地

元の障害者が利用できない場合がある。  

 〇障害者理解 

  ・知的障害者が、その言動から変質者や犯罪者と勘違いされ不利益を被る事案が見ら

れる。 

  ・障害者施設の設置に際して、近隣住民から誤解や偏見を持たれ、同意が得られなか

った。 

 〇障害児 

  ・発達障害の家族は、ペアレントトレーニングを介しペアレントメンターの自助活動

や自助グループにつなげる必要がある。  
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第４ 課題の整理                       
 

  本計画の策定にあたり、アンケート調査等から第４期障害者支援計画に向けた課題を

整理すると、以下の課題が抽出されます。 

 

（１） 福祉サービスの充実 
 

障害のある人が住み慣れた地域で安定した生活を送るためには、一人ひとりのニー

ズに応じた福祉サービスの提供と、ともに支え合う地域共生社会の実現が必要です。  

そのためには、支援を必要とする人に切れ目なく寄り添い、適切な支援を提供でき

る相談支援体制の構築とともに、地域住民や多様な主体が「我が事」として参画し、

ともに支え合う地域共生社会づくりが求められます。  

また、障害のある人の地域生活を支援し、年々高齢化する介護者の負担を軽減する

ため、日中活動系サービスや居住系サービスなどを提供する事業所の参入を促す取組

みが必要となります。  

 
（２） 相談支援体制の充実 

 

障害のある人が、地域で自立した生活を送るためには、身近な場所で相談し、情報

提供や助言を受ける相談支援体制が必要です。  

そのためには、相談支援専門員等の人材の数と質を確保することで、総合的・専門

的な相談に応じられる体制づくりが求められます。 

また、福祉制度の切れ目の年齢になっても、福祉サービスを円滑に利用できるよう

関係機関の連携が必要です。  

 

（３） 社会参画の促進 
 

障害のある人が自分らしく生きがいを感じて生活するためには、社会参加や他者と

の交流ができる環境づくりが必要です。  

そのためには、外出の助けとなる移動手段の充実や、障害者団体などの活動を支援

するなどの環境づくりが求められています。  
 

（４） 就労支援の充実 
 

障害のある人が、その能力や希望に応じて働くためには、障害のある人に対する就

労支援と雇用する事業所の理解が必要です。  

そのためには、ハローワーク、地域障害者職業センター、事業主、就労支援事業所、

特別支援学校などの雇用・福祉・教育機関との連携が必要です。  

また、職場に定着し、安定した職業生活を送れるよう、本人と事業主双方への相談

支援が必要です。 
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（５） 障害者理解の促進 

 

障害のある人もない人も互いに尊重し合い支え合って、ともに生きていく社会をつ

くるためには、障害特性や障害のある人について理解を深めることが必要です。  

そのためには啓発活動やイベント等をとおして様々な世代に対して正しい理解の普

及啓発と、学校等における障害のある人との交流や体験学習などの取組みが必要です。 

 
（６） 安心・安全なまちづくり 

 

障害のある人は、災害に対して非常に弱い存在であり、最近では新型コロナウイル

ス感染症の影響も大きなものであることから、地域で安心して暮らしていくためには、

障害の種別や程度に応じた適切な支援体制の整備が求められます。  

そのためには、福祉関係課及び関係者・関係団体、自主防災組織等の連携により、

支援が必要な人の避難行動要支援者対策が求められます。 

また、被害の未然防止のため、災害時の避難情報提供の充実や感染症対策の適切な

情報提供や支援なども必要です。 

 

（７） 障害のある子どもの療育の充実 
 

障害のある子どもが、地域社会の一員として健やかに成長するためには、障害の早

期発見・早期対応から、ライフステージに沿った切れ目のない相談支援体制と、療育・

特別支援教育の充実が求められます。  

そのためには、保健・医療・保育・教育関係機関が連携し、障害のある子どもとそ

の家族を支援していくとともに、療育・教育の質の向上を図る取組が必要です。  
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第１ 基本理念                       
 

  この計画は、障害のある人が社会の一員として障害のない人と分け隔てられること

なく、地域の中でともに育ち、ともに学び、ともに生活し、ともに働き、ともに活動

できるまちとするため、次の基本理念を掲げます。  

この基本理念に基づき、次の５つの基本目標を設定し、それぞれについて施策の方

向をまとめています。  

 

 
基本理念 

 
ともに生きる 

 
やさしさのあるまちをめざして 

 
 

 
       基本目標１          基本目標２ 
 

      理解と交流を深め       地域生活を支援する  

     権利を擁護する  
 

 
 

   基本目標３                   基本目標５  
 
  社会的な自立を                   障害のある子ども  

  促進する                      への支援を充実 
                          する  

               基本目標４  
 
              安心・安全なくらし  
              を確保する  
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第２ 基本目標                       
 

１.理解と交流を深め権利を擁護する 

障害のあるなしに関わらず、すべての人がお互いの人格と個性を尊重し合いながら

共生できるまちづくりを目指し、障害のある人が地域とのつながりを深められる環境

づくりを進めます。  

また、障害のある人が差別されたり権利を侵害されたりすることのないよう、一層

の啓発活動や施策の推進を図ります。 

 

２.地域生活を支援する 

障害のある人の地域生活を支援するため、相談支援体制の充実とともに、障害福祉

サービスの充実を図ります。  

また、地域住民や多様な主体による地域共生社会づくりに向けた取り組みを行いま

す。  

 

３.社会的な自立を促進する 

障害のある人が、能力と適性に応じて可能な限り就労できるように、一般就労を目

指す訓練や雇用の確保を図るとともに、福祉的就労の場の充実を推進します。  

また、文化・学習・スポーツ活動などの社会参加を支援します。 

 

４.安心・安全なくらしを確保する 

障害のある人が住み慣れた地域で安心して暮らすことができるよう、建物、交通、

情報、制度、意識など社会のバリアフリー化を推進します。  

また、関係機関や地域住民との連携を図りながら、防災対策・防犯対策等の充実に

努めます。 

 

５.障害のある子どもへの支援を充実する 

障害のある子どもの幼児期からの発達を支援するため、児童発達支援事業所と保育

所（園）・幼稚園等との連携を促進します。  

また、障害の有無にかかわらず、ともに育ち、学び、その能力を伸ばし、自立でき

る力を高めるため、保育や教育環境、学習活動等の充実を目指します。 
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第３ 施策の体系                       
 

基本理念   基本目標         施策の方向  
               

基本目標 1      １理解と交流を促進する  
    理解と交流を    

     深め権利を      
    擁護する  

 と                ２権利を擁護する  
も 

に 
 生                 ３情報バリアフリー化を推進する  

き             
る                 

基本目標２        ★１相談支援体制を充実する  
      地域生活を  

や    支援する  
さ                ２障害福祉サービスの利用を促進する  

 し  
さ 

 の                ３在宅生活を支援する  
あ  

る 
ま 

ち     基本目標３       １健康増進を推進する     
を    社会的な自立      

め    を促進する     
ざ                    ★２就労を促進する  

し             
 て                  ３文化・学習・スポーツ活動を支援する  

 
基本目標４       １人にやさしい福祉のまちづくりを  

     安心・安全な       推進する  
     くらしを確保          

    する  
 

２安全な暮らしを確保する  
 

         
★           ★１障害のある子どもの保育・教育を推進  

基本目標５         する 
障害のある 

子どもへの支援     ２障害のある子どもの地域生活を支援  
を充実する       する
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★印：新規・充実の取組      

取 組  

           

(1)理解・啓発活動の推進  
    (2)福祉教育の充実  
    (3)多様な交流の促進  

 
    (1)権利擁護の推進  
   ★(2)成年後見制度の利用促進  
    (3)参加・参画の推進  
 

(1)情報保障の推進  

★(2)コミュニケーション支援の推進  
 

  (1)相談支援体制の充実  
  (2)地域生活への移行の促進  

 
    (1)障害福祉サービスの質の向上  

    (2)地域の実情に応じて行う地域生活支援事業の充実  
    (3)障害福祉サービス提供基盤の充実  
 
    (1)在宅生活支援の充実  
    (2)経済的支援の充実  

(3)外出の支援  
   ★(4)地域共生社会の実現に向けた取組  
 
    (1)健康増進の充実  
    (2)公費負担医療制度助成  
 
    (1)雇用の確保・充実  

(2)就労の支援  
 

(1)文化・学習・スポーツ活動への支援  
 

(1)まちづくりの総合的推進  
(2)公共的な建築物のバリアフリー化の推進  

(3)道路環境の整備  
(4)公共交通機関の整備  

 
★(1)防災対策の充実  

(2)防犯対策の充実  
(3)交通安全の充実  

 
   ★(1)相談支援体制の充実  

(2)幼児教育・保育の充実  
    (3)特別支援教育の充実  
 
   ★(1)障害のある子どもの地域生活の充実  
    (2)障害児支援の提供体制の整備  
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第４ 施策の展開                        
 

基本目標１ 理解と交流を深め権利を擁護する 
 
施策の方向１ 理解と交流を促進する 

 
≪ 現状と課題 ≫ 

本市では、障害のある人への理解が深まるよう、社会福祉協議会との連携により「福

祉体験講座」等を実施するとともに、毎年、人権問題講演会を開催しています。  

しかし、アンケート調査では、障害があることで嫌な思いをしたことがある人が少な

くありません。 

そのため、家庭、学校、地域、職場等で行う福祉教育やボランティア活動を通じて、

障害についての理解・啓発を継続的に取り組んでいく必要があります。  

また、障害のある人が積極的に社会参加することによって、市民の理解を促していく

ことも大切です。 

 

■アンケート調査：障害のあることで差別や嫌な思いをしたことがあるか  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

≪ 取組の方向 ≫ 
〇障害特性や障害のある人に対する理解・啓発活動に継続的に取り組みます。  

〇学校や地域での福祉教育に取り組みます。 

〇地域のいろいろな場面で、障害のある人もない人も共に参加し、交流する環境整備や

支援に努めます。 

 

 

 

31.8

35.1

14.3

19.3

28.6

16.7

42

29.9

58.7

6.8

6.5

10.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

精神障害

療育

身体障害

回答者総数＝416人 （単位：％）

ある 少しある ない 無回答



第３章－第４ 施策の展開 

基本目標１ 理解と交流を深め権利を擁護する 

31 

（１）理解・啓発活動の推進 

No 具体的な取組 担当課 

１ 

■理解・啓発活動の推進 
ノーマライゼーション＊1の理念の普及啓発と障害のある

人への理解が深まるよう、多様な広報媒体を活用するととも
に、イベント等を通して啓発を推進します。 

障害者福祉課 

２ 
■人権教育・人権啓発の推進 

人権問題について、講演会や啓発活動などを通じて正しい
情報を提供し、人権に関する意識を醸成します。  

総務人権推進課 
生涯学習スポー
ツ課 

 
（２）福祉教育の充実 

No 具体的な取組 担当課 

３ 

■学校における交流や福祉教育の充実 
障害や障害のある人について理解を深め、社会の中でとも

に支え合って生きることができるよう福祉教育の充実を図り
ます。 
また、社会福祉協議会が指定する福祉教育・体験学習推進

校を中心に、障害のある人との交流や体験学習などの取組み
を支援します。 

教育センター 

４ 

■福祉体験講座等の支援 
地域・家庭における福祉教育を促進するため、社会福祉協

議会が開催する福祉教育・ボランティア研修、福祉体験講座
などを支援します。 

福祉政策課 

５ 

■職員の理解推進 
市職員に対して、手話講習会などの研修を通じてノーマラ

イゼーション＊1 の理念など障害のある人への理解を促す取

組を継続して実施します。 

人事課 

 
（３）多様な交流の促進 

No 具体的な取組 担当課 

６ 

■福祉喫茶コーナー運営の支援 
障害のある人の就労の機会を提供するとともに、障害のあ

る人の社会参加への理解と関心を促進するために福祉喫茶コ
ーナーの運営を支援します。 

地域活動推進課 
(西市民センター) 

障害者福祉課 

7 
■障害者団体等への支援 

障害者団体や家族会などが行う自主的な活動を支援し、障

害のある人の自立を促進します。 

障害者福祉課 

8 
■障害者団体間の交流支援 

障害者支援ネットワーク協議会＊9(P.35)での、障害者団体
相互の連絡調整・親睦交流・研修啓発等の活動を支援します。 

障害者福祉課 

                                                   
＊1 ノーマライゼーション 

障害の有無や性別、年齢の違いなどによって区別されることなく当たり前に、生活や権利
の保障されたバリアフリーな環境を整えていく考え方です。 
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施策の方向２ 権利を擁護する 

 

≪ 現状と課題 ≫ 
障害のある人の中には、実際に生活する上で十分な自己決定や意思表示が困難な場合

があります。本市では、成年後見制度＊2の必要な人への利用促進のための事業や障害者

虐待防止に向けた体制整備を行っています。 

しかし、アンケート調査では、成年後見制度の認識度は高くありません。 

そのため、障害のある人の権利擁護を推進し、人権や財産などの侵害がないよう、権

利行使の支援をする必要があります。 

また、まちづくりや障害福祉サービスの充実のためには、障害のある人の意思決定を

支援し、意見や要望を市の事業に反映させることが大切です。 

 

■アンケート調査：成年後見制度の認識度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

≪ 取組の方向 ≫ 

〇障害のある人の尊厳を傷つける差別や虐待の防止に努めます。 

〇成年後見制度の利用促進に取り組みます。 

〇障害者支援協議会＊3等に障害のある人やその家族の参加・参画を推進します。  

 

                                                   
＊2 成年後見制度 

認知症・知的障害・精神障害などの理由で判断能力が不十分な場合、財産管理や介護サー
ビスの契約、遺産分割の協議などが難しい、或いは悪徳商法の被害にあう恐れがあります。
判断能力の不十分な方々を保護し、支援する制度です。  

＊3 障害者支援協議会 
地域での障害福祉に関する関係者による連携や支援体制について協議を行う会議です。  

5.7

5.2

1.7

40.9

48.1

48.3

36.4

36.4

31.7

17

10.4

18.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

精神障害

療育

身体障害

回答者総数＝416人 （単位：％）

利用した・している 名前を聞いた・内容知らない

名前・内容とも知らない 無回答
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（１）権利擁護の推進 

No 具体的な取組 担当課 

9 

■障害者差別解消の推進 
障害を理由とする差別の解消を推進するための啓発活動を

行います。 
また、障害を理由とする差別に関する相談窓口を障害者福祉

課、障害者基幹相談支援センター＊4、及び権利擁護支援センタ
ー＊5に設置し、相談者に迅速な対応を行います。 

障害者福祉課 

10 

■障害者虐待防止に向けた体制の整備 
障害者虐待防止センター＊6（市直営）と、障害者基幹相談支

援センター＊4、権利擁護支援センター＊5が緊密に連携し、虐待

の未然防止・早期発見に努め、障害のある人の権利擁護を進め
ます。 

障害者福祉課 

11 

■選挙における配慮 
選挙公報の音声版・点字版による候補者情報の提供や、投票

所における簡易スロープの設置など障害のある人の利用に配慮
して、投票環境の向上に努めます。 

選挙管理委員
会 

 

（２）成年後見制度の利用促進 

No 具体的な取組 担当課 

12 

■成年後見制度の利用支援 
成年後見人等が必要な状況であるにもかかわらず、本人が申

立てる判断能力がない場合や、身寄りがない場合、申立ができ
る親族がいても関与を拒否している場合などは、市長が家庭裁
判所に成年後見人等の選任申立を行います。市長申立をした方
が、成年後見人等に対する報酬を負担することが困難な場合、
その費用を助成します。 

健康長寿課 

障害者福祉課 

13 

■権利擁護支援センター＊4との連携・協働 
社会福祉協議会に設置した権利擁護支援センターでは、市や

地域と連携し、障害や認知症で判断力が不十分な人の権利擁
護・権利行使の支援や、成年後見制度の利用促進に取り組みま

す。 

健康長寿課 

障害者福祉課 

   

                                                   
＊4 障害者基幹相談支援センター 

相談支援事業所の機能を強化・拡充し、地域の相談支援体制の中核を担う機関です。本市
では社会福祉協議会に設置しています。 

＊5 権利擁護支援センター 
障害者の人権擁護のため、成年後見制度についての相談や助言、市民後見人養成等を行い
ます。本市では社会福祉協議会に設置しています。 

＊6 障害者虐待防止センター 
障害者の権利擁護ため、虐待の防止、被虐待者の保護や自立支援、養護者への支援が目的
です。通報や届出の受理、調査や助言・指導を行います。  
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No 具体的な取組 担当課 

14 

■成年後見制度利用促進のための協議会及び地域連携ネット

ワークの整備 
障害のある人の日常生活を見守る支援者を「チーム」とし、

本市の権利擁護の骨格をつくる役割を「（仮称）鶴ヶ島市成年
後見制度利用促進協議会」で行います。また、「チーム」を支
えるために当該協議会のほか、行政や家庭裁判所、地域包括支
援センター、障害者基幹相談支援センター＊4(P.33)、医療関係、
金融関係、民間の団体など法律や福祉等の各専門分野で構成す

る「地域連携ネットワーク」を整備し、連携して本人の尊厳を
重視した支援をします。 

健康長寿課 

障害者福祉課 

15 

■中核機関の設置とその機能 
（仮称）鶴ヶ島市成年後見制度利用促進協議会の事務局とし

ての役割を担い、地域連携ネットワークにおいて関係機関との
コーディネートを行う中核機関は、社会福祉協議会内の「権利
擁護支援センター＊5(P.33)」に設置します。中核機関の機能
は、①広報機能 ②相談機能 ③成年後見制度利用促進機能
（受任者調整等の支援や担い手の育成など）④後見人支援機能  
となります。 
まずは広報、相談機能の充実を図り、受任者調整等支援機能

や後見人支援機能については、段階的に整備していきます。  

健康長寿課 

障害者福祉課 

 

◆鶴ヶ島市成年後見制度利用促進基本計画◆ 

【計画の目的】 

  認知症、知的障害、精神障害等により判断能力が十分でなくなった場合でも、本人の

意思決定を重視した身上保護や財産保護のもと、個人の尊厳にふさわしい生活を保障す

るなど地域で安心して暮らせる環境を確保することを目的とします。  

 

【計画の位置付け】 

成年後見制度の利用の促進に関する法律（平成２８年法律第２９号）第１４条第１項

において、市町村の区域における成年後見制度の利用の促進に関する施策についての基

本的な計画を定めるよう努めることとされており、本計画はこれに位置付けられます。  

 

【現状と課題】 

  P.32 の≪現状と課題≫のとおり 

 

【今後の方策】 

  「具体的な取組」の No.14、No.15 のとおり 

  なお、中核機関の設置は、令和３年度とします。 

 

 ■地域連携ネットワークの役割 

 ・権利擁護支援の必要な方の発見、支援 

 ・早期の段階からの相談、対応体制の整備 

 ・意思決定支援、身上保護を重視した成年後見制度利用の運用に資する支援体制の構築  
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＜中核機関のイメージ図＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 
 

 
 

（３）参加・参画の推進 

No 具体的な取組み 担当課 

16 

■まちづくりへの参加促進 
市の附属機関などに障害のある人の参加を推進します。  
公共建築物の建設など、障害のある人に直接関係のある計画に

ついては、検討段階からの参加に努めます。 

関係課＊7 

17 

■福祉施策検討の参加促進 
障害者支援協議会＊8と各種専門部会には、障害のある人や

家族、支援者に参加していただき、当事者主体の障害特性を反
映した障害福祉施策を進めます。 

障害者福祉課 

18 

■障害福祉団体等と行政との連携 
障害者支援協議会と各種専門部会、障害者支援ネットワーク

協議会＊9等で、障害福祉の団体や法人、事業所、及び行政と
の連携を強化し、協働体制を進めます。 

障害者福祉課 

 

                                                   
＊7 関係課 
  該当するすべての課を意味します。 
＊8 障害者支援協議会 

地域での障害福祉に関する関係者による連携や支援体制について協議を行う会議です。  
＊9 障害者支援ネットワーク協議会 

障害者団体、障害者を支援する団体、福祉施設などが連携を図り障害のある人もない人も
誰もが、地域で安心して暮らしていける社会を目指していく協議会です。 
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施策の方向３ 情報バリアフリー化を推進する 

 
≪ 現状と課題 ≫ 

本市では、障害によって情報の収集や利用に支障のある人に対して、補聴器などの意

思疎通支援用具の給付や、手話通訳者や要約筆記＊10者の派遣などの意思疎通支援事業

を行っています。 

しかし、アンケート調査では、うまく説明や質問ができないためにコミュニケーショ

ンに不安を感じている人が多くいます。 

意思疎通は、生活する上で欠かせないものであり、情報を支援する機器も日々進化し

ているため、情報収集手段の確保と情報利用の円滑化を図り、コミュニケーション支援

を充実させていく必要があります。 

 

■アンケート調査：情報やコミュニケーションで困ること 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

≪ 取組の方向 ≫ 

〇情報収集の手段の確保と情報利用の円滑化を図ります。  

〇障害の特性に合わせた意思疎通の支援を図ります。  

 

                                                   
＊10 要約筆記 

聴覚に障害のある人への情報保障手段の一つで、話されている内容を要約し、文字として
伝えることをいいます。主に第一言語を手話としない中途失聴者・難聴者などを対象とし
ます。 
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無回答

その他

公共施設に手話通訳者がいない

問合せ先情報にFax番号やメールアドレスがない

音声情報が少ない

文字情報が少ない

字が読めない

相手が、介護者（家族）に話をしてしまう

案内表示がわかりにくい

人と向かい合って話すのが苦手

自分の思いを伝えることを遠慮してしまう

パソコンの使い方がわからない

うまく説明や質問ができない

回答者総数=416人 （単位：％）

身体障害

療育

精神障害
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（１）情報保障の推進 

No 具体的な取組み 担当課 

19 

■ウェブアクセシビリティの向上 
障害のある人や高齢者など、誰もが市ホームページで提供さ

れる情報や機能を利用できるよう、ウェブアクセシビリティ＊

11の確保と向上に取り組みます。 
また、各種障害福祉サービスに関して、必要な情報を手軽に

入手できるようインターネットを利用した情報提供に努めま
す。 

秘書広報課 

障害者福祉課 

20 

■障害の特性に配慮した情報提供手段の充実 
広報つるがしま、市議会だより、広報折込チラシの点訳版・

デイジー版を作成するとともに、情報提供の拡大に努めます。 

また、障害の特性に配慮して、行政文書や案内パンフレット
などへの「音声コード＊12」添付や、市が発行する行政サービ
スの紹介などに、問合先としてＦＡＸ番号やメールアドレスを
掲載するように努めます。 

秘書広報課 

議会事務局議

事課 

関係課 

21 

■公共インフラとしての情報伝達サービスの周知  
情報バリアフリー化を推進するため、聴覚に障害のある人の

ための電話リレーサービス＊13やＮＥＴ１１９緊急通報システ
ム＊14、視覚に障害のある人のためのスマホに対応する道路横
断支援機器などが、公共インフラとして整備されつつありま
す。市はそれらの情報提供や周知に取り組みます。  

障害者福祉課 

 

（２）コミュニケーション支援の推進 

No 具体的な取組み 担当課 

22 

■手話通訳者及び要約筆記者の派遣 
聴覚に障害のある人などが必要な時に意思疎通を図れるよ

うに手話通訳者や要約筆記者を派遣します。感染症防止対策や
緊急時の対応が図れるよう機器等を活用した遠隔手話サービ
ス等を推進します。 

 

障害者福祉課 

  
 

                                                   
＊11 ウェブアクセシビリティ 

障害のある人や高齢者など心身の機能に制約のある人でも、年齢的・身体的条件に関わら
ず、インターネット上のページやファイルで提供されている情報に到達し、利用できるこ
とです。 

＊12 音声コード 
  印刷物に掲載された文字情報を 2 次元コードに変換したもので、専用の読み取り装置で読

み取れるコードです。携帯電話・スマートフォンや専用の読み取り装置を使用することで、
記録された情報を音声で得ることができます。  

＊13 電話リレーサービス 
  聴覚に障害のある人と通話相手を電話リレーサービスセンターにいる通話オペレーター

が「手話」や「文字」と「音声」とを通訳することにより、電話で即時双方向につなぐサ
ービスです。 

＊14 ＮＥＴ１１９緊急通報システム 
聴覚や言語機能等の障害によって音声による通報が困難な方が、スマートフォン等から通
報場所の消防本部へ１１９番通報できるサービスです。  
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No 具体的な取組み 担当課 

23 

■手話通訳者及び音訳ボランティアの養成 
手話の基礎や手話通訳者養成などの手話講習会を開催し、手

話や聴覚障害に関する市民の理解を深め、手話通訳者の養成の
充実を図ります。 
また、視覚に障害のある人のために、活字で書かれている書

籍や雑誌、広報紙、新聞などの内容を音声にして伝える音訳ボ
ランティアの養成を進めます。 

障害者福祉課 

24 

■コミュニケーション支援の検討 
障害のある人のコミュニケーション支援について広く意見

を求め、市民への理解啓発の推進を図るための手法を検討しま
す。 

障害者福祉課 
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基本目標２ 地域生活を支援する 
 
施策の方向１ 相談支援体制を充実する 

 
≪ 現状と課題 ≫ 

本市は、市役所庁舎内の障害者基幹相談支援センター＊1を含め市内３か所に障害者地

域相談支援センター＊2を設置し、相談支援体制の充実を図っています。 

しかし、アンケート調査の自由意見欄では、親亡き後を心配する声やどのような障害

サービスが受けられるのか分からないといった声があります。  

そのため、障害のある人が地域で自立した生活を送るには、身近な場所で相談し、情

報提供や支援を受けられる相談支援体制が必要です。 

 

 

≪ 取組の方向 ≫ 
〇地域で自立した生活を送るために、身近で切れ目のない相談支援体制を整備します。 

〇障害のある人の自立を支援し、地域生活への移行を支援します。  
 

 

（１）相談支援体制の充実 

No 具体的な取組 担当課 

25 

■相談支援体制の充実 
障害のある人の目標やニーズを捉え、支援を構築するため

のサービス利用計画を作成する相談支援専門員の質の向上を
図ります。 

また、相談支援事業所＊3と障害者基幹相談支援センター＊1、
行政との連携を緊密にして、障害のある人の立場に立った支
援ができる体制を整えます。 
なお、障害の特性に応じて適切な支援が受けられるよう配

慮します。 

障害者福祉課 

26 

■相談支援事業の機能強化 
市役所内に設置した障害者基幹相談支援センター＊1 が中心

となり、市内の相談支援事業所＊3 を支援することで、地域の
相談体制の充実を図ります。 
また、障害者基幹相談支援センターに、実績・資格のある

相談支援専門員等の人材を複数配置することで、総合的・専
門的な相談に応じられる体制を整えます。 

障害者福祉課 

                                                   
＊1 障害者基幹相談支援センター 

相談支援事業所の機能を強化・拡充し、地域の相談支援体制の中核を担う機関です。本市
では社会福祉協議会に設置しています。 

＊2 障害者地域相談支援センター 
  市が相談支援事業所に基本相談を委託して、障害福祉についての身近な相談窓口とし

たもの。 
＊3 相談支援事業所 

特定相談（サービス等利用計画を作成）や一般相談（地域相談支援）を行う事業所で自治
体が指定するものです。 
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27 
■こころの健康相談の利用促進 

精神障害のある人を対象としたこころの健康相談の充実と
利用の促進を図ります。 

障害者福祉課 

28 

■身近な相談窓口の充実 
身近な相談窓口として市内 3 か所に設置した「障害者地域

相談支援センター＊2」の利用を促進します。 
また、地域の身体障害者相談員や知的障害者相談員＊4の活

動を支援します。 

障害者福祉課 

29 

■切れ目のない支援体制の構築 
障害のある人が、福祉制度の切れ目の年齢＊5となっても障

害福祉サービスや介護保険サービスを円滑に利用できるよう
障害福祉の相談支援専門員と介護保険のケアマネジャーなど

との緊密な連携体制をつくります。 

障害者福祉課 

健康長寿課 

介護保険課 

 
（２）地域生活への移行の促進 

No 具体的な取組 担当課 

30 

■地域生活への移行支援 
障害のある人の自立を支援し、障害者支援施設から在宅やグ

ループホームなど地域生活への移行を支援します。  
また、精神科病院から退院が可能な人についても、在宅やグ

ループホームなど地域生活への移行を支援します。  

障害者福祉課 

31 
■地域包括ケアシステム構築のための協議の場の設置 

精神障害にも対応した地域包括ケアシステムを構築するた

め、保健、医療、福祉関係者による協議の場を設置します。  

障害者福祉課 

 

                                                   
＊4 身体障害者相談員・知的障害者相談員 

身体障害者福祉法および知的障害者福祉法に基づき、市町村から相談援助を委託された者
です。 

＊5 福祉制度の切れ目の年齢 
  障害福祉サービスを受けていた人が６５歳になると、原則、介護保険サービスに移行しま

すが、介護保険サービスにないサービスで障害福祉サービスにあるものは引き続きサービ
スが受けられます。 

  介護保険で対象となる特定疾病のある人は、４０歳になると介護保険の第２号被保険者と
なり、介護保険サービスが優先されます。このときも、介護保険サービスにないサービス
で障害福祉サービスにあるものは引き続きサービスが受けられます。  
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施策の方向２ 障害福祉サービスの利用を促進する 

 
≪ 現状と課題 ≫ 

本市では、障害のある人の地域生活を支援するため、障害者総合支援法に基づく障害

福祉サービスの円滑な提供に努めていますが、社会資源が限られている中、障害福祉サ

ービスに対する利用者は増加することが見込まれます。 

アンケート調査でも、障害福祉サービスの今後の利用希望は高くなっています。  

そのため、地域の実情に応じた福祉サービスを提供するとともに、事業者の参入促進

に向けて検討し、地域生活の支援体制の充実を図ることが大切です。 

また、令和２年初め頃から、新型コロナウイルス感染症が拡大し、障害福祉サービス

提供にあたり配慮が求められていることなどから、サービス事業者への適切な情報提供

や支援が必要です。 

 

■アンケート調査：サービス利用状況と利用意向 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

≪ 取組の方向 ≫ 
〇障害福祉サービスを適切に受けられるよう支援します。  

〇地域の実情に応じ地域生活を支援する障害福祉サービスの充実を図ります。  

 また、新型コロナウイルス感染症の適切な情報提供と支援に努めます。  

〇障害福祉サービスの提供基盤の充実を目指します。 
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（１）障害福祉サービスの質の向上 

No 具体的な取組 担当課 

32 

■障害福祉サービスの充実 
障害のある人の在宅支援のための居宅介護、重度の障害によ

り在宅生活が困難な人のための訪問系サービス、また、日中活
動の場や訓練のための日中活動系サービスの確保に努め、障害
の種別にかかわらず必要なサービスを受けられるよう支援しま
す。 

障害者福祉課 

33 

■新型コロナウイルス感染症対策の支援 
障害福祉サービス事業者に対し、新型コロナウイルス感染症

に係る情報を適切に提供するとともに、新しい生活様式に適応
したサービスを提供できるよう支援します。 

障害者福祉課 

保健センター 

34 

■障害者生活介護施設の運営 
鶴ヶ島市立障害者生活介護施設（きいちご）を運営し、在宅

の常時支援を要する障害のある人の日常生活の充実及び社会参
加の促進を図ります。 

障害者福祉課 

 
（２）地域の実情に応じて行う地域生活支援事業の充実 

No 具体的な取組 担当課 

35 

■地域の実情に応じて行う地域生活支援事業の充実  
居宅における訪問入浴サービスや外出を支援する移動支援事

業については、利用者の状況に合わせた柔軟なサービスの充実
を図ります。 

また、日中活動の場を提供する日中一時支援事業については、
特に高いニーズがあることから、事業者の参入を促すとともに、
質・量の充実を図ります。 

障害者福祉課 

 
（３）障害福祉サービス提供基盤の充実 

No 具体的な取組 担当課 

36 

■サービス提供事業所の参入促進 
社会福祉法人等障害福祉サービス提供事業者への情報提供及

び支援を推進することで参入を呼びかけ、地域におけるサービ
スの提供基盤の充実を図ります。 
また、共同生活援助(グループホーム)などの居住系サービス

が、親からの自立の機会、一人暮らしの体験の場、施設病院か
らの地域移行の受け皿となるようその確保に努めます。  

障害者福祉課 

関係課 
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施策の方向３ 在宅生活を支援する 

 
≪ 現状と課題 ≫ 

本市では、障害のある人の在宅生活のために経済的な支援を行っています。  

しかし、アンケート調査では、介助者の高齢化に伴い、家族等の介護者の負担が増す

ことから、より一層のサービスの充実が求められます。  

そのため、障害福祉サービス以外のサービスや経済的な支援の周知、利用の促進など

とともに在宅で暮らし続けられるための地域資源づくりが必要です。  

 

■アンケート調査：介助者の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

≪ 取組の方向 ≫ 

〇地域生活支援拠点＊6の機能充実に取り組みます。 

〇障害のある人の経済的な支援に取り組みます。  

〇在宅生活を支援するために外出などの際の移動支援の充実を図ります。  

〇地域共生社会に向け包括的な支援体制と多様な主体による地域づくりを目指します。 

 

 

（１）在宅生活支援の充実  

No 具体的な取組 担当課 

37 
■居宅改善の支援 

居宅改善整備費補助制度及び各種貸付制度の周知に努め、利
用の促進を図ります。 

障害者福祉課 

0

5
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20

37.5

50

3.2

4.8

1.6

25.4

1.6

87.3

2.2

5.2

31.1

27.4

42.2

28.1

0 20 40 60 80 100

無回答

その他の人（ボランティア等）

子ども

ホームヘルパーや施設の職員

配偶者（夫または妻）

父母・祖父母・兄弟

回答者総数=205人 （単位：％）

身体障害

療育

精神障害
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38 
■地域生活支援拠点＊6の質の向上 

地域における複数の機関が分担して機能を担う「面的整備型」
の地域生活支援拠点の整備と機能の充実を図ります。 

障害者福祉課 

 
（２）経済的支援の充実  

No 具体的な取組 担当課 

39 

■経済的支援の充実 
障害福祉サービス、地域生活支援事業等の利用者負担軽減制

度の周知に努め、利用を促進します。 
各種年金・手当・助成制度などの周知に努め、利用の促進を

図ります。 

障害者福祉課 

保険年金課 

40 

■重度心身障害者医療費助成制度＊7の利用促進 
重度の障害のある人と家族の経済的負担を軽減するため、そ

の医療を助成する制度について、その周知に努め、利用の促進
を図ります。 

障害者福祉課 

41 

■公共料金等の減免及び税の控除・減免 
公共交通機関などの割引制度の周知に努め、利用の促進を図

ります。 

税の控除・減免の制度についての周知に努めます。  

障害者福祉課 

税務課 

 

（３）外出の支援 

No 具体的な取組 担当課 

42 

■移動支援の充実 
在宅生活における外出等を支援するため、福祉タクシー利用

料金や自動車燃料購入費の一部を助成します。  

また、つるバス・つるワゴンの利用にあたり、障害のある人
の運賃を無料とする特別乗車証の周知に努め、利用の促進を図
ります。 

障害者福祉課 

都市計画課 

 
（４）地域共生社会の実現に向けた取組  

No 具体的な取組 担当課 

43 

■地域の障害福祉の推進体制の構築 
障害者支援協議会＊8、各種専門部会による協議を通じて、地

域のシステムづくりやネットワークの構築、相談支援事業の強

化等、地域の障害福祉の推進体制の充実を図ります。 

障害者福祉課 

                                                   
＊6 地域生活支援拠点 
  障害者の重度化・高齢化や「親亡き後」を見据え、居住支援のための機能（①相談、②緊

急時の受入れ・対応、③体験の機会・場、④専門的人材の確保・養成、⑤地域の体制づく
り）を地域の実情に応じた創意工夫により整備し、障害のある人の生活を地域全体で支え
るサービス提供体制のことです。 

＊7 重度心身障害者医療費助成制度 
重度の心身障害者に対し、医療費の自己負担分を助成する制度です。（障害者手帳交付時
の年齢、及び所得により制限あり）  

＊8 障害者支援協議会 
地域での障害福祉に関する関係者による連携や支援体制について協議を行う会議です。  
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No 具体的な取組 担当課 

44 

■包括的な支援体制の構築 
複雑化した市民ニーズや多問題を抱える世帯の支援ニーズに

対応するため、障害・高齢・子ども・生活困窮の相談支援に係
る関係機関が、一体的・継続的に社会とのつながりや参加のた
めの支援を提供する包括的な支援体制の構築を目指します。  

福祉政策課 

健康長寿課 

障害者福祉課 

こども支援課 

45 

■多様な主体による地域づくりに向けた支援 
住民同士の交流や参加を支援することにより、多様なつなが

りやケアし合う関係性を育み、地域住民や多様な主体が「我が
事」として参画し、共に支え合う地域共生社会づくりに取り組

みます。 

福祉政策課 
地域活動推進
課 

 



第３章－第４ 施策の展開 

基本目標２ 地域生活を支援する 

47 
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基本目標３ 社会的な自立を促進する 
 
施策の方向１ 健康増進を推進する 

 
≪ 現状と課題 ≫  

本市では、健やかで豊かに生活できる活力あるまちづくりを目指し、市民が一体とな

って進める健康づくりに努めています。  

アンケート調査でも、「福祉施設で暮らしている」又は「病院に入院している」人が

地域で生活するために必要な支援として「在宅で医療ケアなどが適切に受けられるこ

と」が２番目に多くなっています。  

そのため、障害の要因となる疾病の予防や早期発見・早期治療を進め、市民の健康増

進を総合的に推進していくことが必要です。 

 

■アンケート調査：地域で生活するための支援 

（回答者総数：23人） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

≪ 取組の方向 ≫  

〇地域ぐるみの健康づくりを推進するとともに、疾病の早期発見・早期治療につながる

よう健康診査等を実施します。  

〇障害のある人が安心して医療機関に受診できるように公費負担医療制度を助成しま

す。 
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（１）健康増進の充実 

No 具体的な取組 担当課 

46 

■健康づくり・食育の推進 
鶴ヶ島市健康づくり計画・食育推進計画に基づき、生涯を通

じた健康づくりを目指し、生活習慣病予防、介護・フレイル＊

1予防に向けた取組を推進します。 

健康長寿課 

47 

■健康診査の実施 
メタボリックシンドロームに着目した生活習慣病の予防や

がんなどの疾病の早期発見、早期治療につなげるため、特定健
診＊2や各種がん検診を実施します。  
また、健康診査後の事後指導及び生活習慣病改善のための相

談希望者に対し保健師、管理栄養士による健康相談、保健指導
を実施します。 

保健センター 

48 

■精神保健相談の実施 
不眠、うつ、ストレス、アルコール問題等、市民の様々なメ

ンタルヘルスの相談に対応するため、精神科医による定期的な
相談と、精神保健福祉士、保健師による来所相談及び電話相談
を実施します。 

障害者福祉課 

 

（２）公費負担医療制度助成 

No 具体的な取組 担当課 

49 

■自立支援医療の利用促進  
身体障害の状態を軽減するための医療(更生医療・育成医療)

及び精神疾患の継続的な治療（精神通院医療）の周知と利用の

促進を図ります。  

障害者福祉課 

50 

■重度心身障害者医療費助成制度＊3の利用促進【再掲】 
重度の障害のある人と家族の経済的負担を軽減するため、そ

の医療を助成する制度について、その周知に努め、利用の促進
を図ります。 

障害者福祉課 

                                                   
＊1 フレイル 
  加齢とともに心身の機能が低下し「健康」と「介護」の中間の状態にあり、フレイルの段

階で対策を行えば、健康な状態に戻ることが十分可能です。フレイル予防として、①栄養、
②運動、③社会参加が大切と言われています。  

＊2 特定健診 
メタボリックシンドローム（内臓脂肪症候群）に着目してこれらの病気のリスクの有無を
検査し、リスクがある方の生活習慣をより望ましいものに変えていくための保健指導を受
けていただくことを目的とした健康診査です。  

＊3 重度心身障害者医療費助成制度  
重度の心身障害者に対し、医療費の自己負担分を助成する制度です。（障害者手帳交付時
の年齢、及び所得により制限あり） 
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施策の方向２ 就労を促進する 

 
≪ 現状と課題 ≫  

本市では、市役所庁舎内に障害者基幹相談支援センター＊4と生活困窮者自立支援セン

ター＊5が一体となった生活サポートセンターを設置し、そこで障害者の就労支援を行っ

ています。 

しかし、令和２年初め頃からの新型コロナウイルス感染症の影響で先行きが不透明な

状況が続いています。  

アンケート調査の「障害者の就労支援で必要なこと」では、「職場の上司や同僚に障

害の理解があること」「職場の障害者理解」が多くなっています。  

引き続き、雇用・福祉・教育機関との連携とともに、障害のある人が職場に定着し、

安定した職業生活を送れるような支援が必要です。  

 

■アンケート調査：障害者の就労支援で必要なこと 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

≪ 取組の方向 ≫  
〇ハローワークとの連携や、企業の障害者雇用の促進に取り組みます。  

〇福祉的就労＊6も含めた就労の支援に取り組みます。  

                                                   
＊4 障害者基幹相談支援センター  

相談支援事業所の機能を強化・拡充し、地域の相談支援体制の中核を担う機関です。本市
では社会福祉協議会に設置しています。  

＊5 生活困窮者自立支援センター  
  生活困窮者からの相談に応じ必要な情報の提供や助言、関係機関との連絡調整を行い、認

定就労訓練事業の利用のあっせん、プランの作成等の支援を包括的に行う自立相談支援事
業を実施する機関です。 
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14.3
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37.5

37.5

23.9

20.5

9.1
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21.6
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職場の上司や同僚に障害の理解があること

職場の障害者理解

短時間勤務や勤務日数等の配慮

通勤手段の確保

就労後のフォローなど職場と支援機関の連携

仕事についての職場外での相談対応、支援

職業訓練の充実

職場で介助や援助等が受けられること

勤務場所におけるバリアフリー等の配慮

在宅勤務の充実

その他

無回答

回答者総数=416人 （単位：％）

身体障害

療育

精神障害
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（１）雇用の確保・充実  

No 具体的な取組 担当課 

51 
■ハローワークとの連携 

障害のある人の職場の拡大や雇用の継続を図るため、ハロ

ーワークなどとの連携を推進します。  

産業振興課 

52 

■企業の障害者雇用の促進  

市内企業・事業所の障害者雇用を促進するため、生活サポ

ートセンター等では、企業開拓、就労支援、定着支援まで一

体的なサポートを行います。  

障害者福祉課 

53 
■市の雇用機会の確保  

障害に適した職務、受け入れ環境、雇用形態などに配慮し

ながら、市における障害のある人の雇用機会の確保に努めま
す。 

人事課 

54 

■障害者理解の推進及び障害者虐待の防止  
職業を通じた社会参加と共生社会の理念を実現するため、

障害のある人を雇用する事業主への理解啓発と虐待防止を
促進します。 

障害者福祉課 

 

（２）就労の支援 

No 具体的な取組 担当課 

55 
■福祉サービス利用による就労支援の促進  

就労移行支援事業や就労継続支援事業等の推進により、障
害のある人の一般就労への移行を進めます。  

障害者福祉課 

56 

■福祉喫茶コーナー運営の支援【再掲】 
障害のある人の就労の機会を提供するとともに、障害のあ

る人の社会参加への理解と関心を促進するために福祉喫茶
コーナーの運営を支援します。 

地域活動推進課 
(西市民センター) 

障害者福祉課 

57 
■物品販売の支援 

福祉的就労＊6に従事している人の工賃向上のため、障害

福祉サービス事業所で製作した製品の販売促進を進めます。 

産業振興課 

障害者福祉課 

58 

■物品優先調達の実施  
障害福祉サービス事業所が提供する物品やサービスを、公

的機関が優先調達することで、発注機会を確保し、障害のあ
る人の自立の促進につなげます。 

障害者福祉課 

関係課 

59 
■農福連携の推進 

農作物の生産・加工・販売について、地元農家と福祉施設
との交流や協働を進め、農業と福祉との連携を図ります。  

産業振興課 

障害者福祉課 

 

                                                   
＊6 福祉的就労 

就労支援施設などで福祉サービスを受けながら働く働き方のことです。  
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施策の方向３ 文化・学習・スポーツ活動を支援する  

 
≪ 現状と課題 ≫  

本市では、障害のある人が各種の学級・講座などの事業に参加しやすくなるよう、必

要に応じて手話通訳者などを配置するなど環境づくりをしています。また、図書館での

点字図書・録音図書などのサービスの充実に努めています。  

しかし、アンケート調査では、平日の日中の過ごし方で「自宅で静養している」が最

も多くなっています。  

文化・学習・スポーツなどの余暇活動が充実することは、障害のある人の生きがいや

社会参加の促進につながります。 

 

■アンケート調査：平日の日中の過ごし方 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

≪ 取組の方向 ≫  
〇障害のある人の文化・学習・スポーツ活動などを支援します。  
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0
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5.7
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自宅で静養している

会社勤めや、自営業、家業などで収入を得て仕事

障害者の通所サービス（B型事業所など）利用

家事、育児・介護をしている

入所施設や病院等で過ごしている

リハビリテーションを受けている

病院等のデイケアに通っている

一般の高校、小中学校に通っている

特別支援学校（小中高等部）に通っている

ボランティア等の社会活動をしている

大学、専門学校、職業訓練校等に通っている

幼稚園、保育所に通っている

障害児の通所サービスを利用

その他

無回答

回答者総数=416人 （単位：％）

身体障害

療育

精神障害
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（１）文化・学習・スポーツ活動への支援  

No 具体的な取組 担当課 

60 

■視覚障害者等の読書環境の整備の推進  
視覚障害者等の読書環境の整備の推進に関する法律（読書

バリアフリー法）＊7に基づき、点字図書や録音図書、電子
図書館の充実を図るとともに、図書館の障害者サービスを周
知し、障害のある人の利用を促進します。 

生涯学習スポー
ツ課 
（図書館） 

61 

■障害者スポーツ大会参加への支援  
障害者スポーツの普及に取り組むとともに、障害のある人

が参加できるスポーツ教室やスポーツ大会への参加の支援
に努めます。 

障害者福祉課 
生涯学習スポー
ツ課 

62 

■余暇活動の支援 
障害者による文化芸術活動の推進に関する法律＊8に基づ

き、障害のある人の文化芸術活動の鑑賞・創造・発表等の機
会（場）を提供します。  
また、障害者団体への支援を通じて、障害のある人の余暇

活動の充実を支援します。  

生涯学習スポー
ツ課 
（図書館） 
 
地域活動推進課 
（市民センター） 
 

関係課 

 

                                                   
＊7 視覚障害者等の読書環境の整備の推進に関する法律（読書バリアフリー法）  

視覚障害、発達障害、肢体不自由などの障害によって読書が困難な人々の読書環境を整備
することを目的とします。 

＊8 障害者による文化芸術活動の推進に関する法律  
  障害者による文化芸術活動の推進に関する施策を総合的かつ計画的に推進し、文化芸術活

動を通じた障害者の個性と能力の発揮及び社会参加の促進を目的とします。  
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基本目標４ 安心・安全なくらしを確保する 
 
施策の方向１ 人にやさしい福祉のまちづくりを推進する  

 
≪ 現状と課題 ≫  

本市では、障害のある人を含めすべての人にとって住みよい地域づくりを進めるため

に、バリアフリーのまちづくりを総合的・計画的に推進してきました。市内公共交通の

つるバスでは全車にノンステップバスを導入しました。  

しかし、アンケート調査では、外出時に困ることで「道路や駅に階段や段差が多い」

と感じている人が多くなっています。  

そのため、引き続き安全で利用しすい環境となるよう道路や交通機関などの整備を進

めることが必要です。  

 

■アンケート調査：外出時に困ること 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

≪ 取組の方向 ≫ 

〇バリアフリーのまちづくりを総合的に推進します。  

〇公共的な建築物のバリアフリー化に取り組みます。  

〇障害のある人が歩きやすい道路環境を整備します。  

 〇障害のある人が利用しやすい公共交通機関の整備に努めます。  

 

（１）まちづくりの総合的推進  

No 具体的な取組 担当課 

63 
■バリアフリーのまちづくりの推進  

埼玉県福祉のまちづくり条例に基づき、バリアフリーのま
ちづくりを総合的・計画的に推進します。  

都市計画課 
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外出にお金がかかる

外出先の建物の設備が不便（通路、トイレ等）

発作等の突然の身体の変化が心配

障害者用駐車場が少ない

公共交通機関が少ない（電車等の本数少ない）

周囲の目が気になる

困った時に手助けしてもらえない

切符の買い方や乗換えの方法が分かりにくい

介護者が確保できない

その他

無回答

回答者総数=357人 （単位：％）

身体障害

療育

精神障害
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（２）公共的な建築物のバリアフリー化の推進 

No 具体的な取組 担当課 

64 

■公共的建築物のバリアフリー化の推進  
多機能トイレの設置、出入り口の段差の解消、障害者用駐

車スペースの確保など公共的な建築物のバリアフリー化を
推進します。 

資産管理課 

65 
■障害者に配慮した公園整備 

公園・緑地を計画的に整備する場合は、障害のある人に配
慮した公園の整備に努めます。  

都市計画課 

66 

■鉄道駅舎のバリアフリー化の促進  
高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律

（バリアフリー法）＊1の趣旨を踏まえ、鉄道事業者ととも
に、さらなるバリアフリー化の促進を図ります。 

都市計画課 

 
（３）道路環境の整備   

No 具体的な取組 担当課 

67 

■障害者に配慮した交通安全施設の整備  
歩道の幅員の確保、段差の解消や、視覚障害者誘導用ブロ

ック・エスコートゾーン＊2の設置など歩行空間の整備に努

めるとともに、音声式信号機など障害のある人のための交通
安全施設の整備を促進します。  

道路建設課 

安心安全推進課  

68 
■歩道環境の向上 

関係機関と連携しながら、商品などの歩道へのはみ出しの
是正指導、放置自転車対策を講じます。  

道路建設課 

安心安全推進課  

 
（４）公共交通機関の整備  

No 具体的な取組 担当課 

69 
■つるバス・つるワゴンの充実  

より便利で利用しやすい、つるバス・つるワゴンの充実に
努めます。 

都市計画課 

                                                   
＊1 高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律（バリアフリー法） 

高齢者、障害者、妊婦、けが人などの、移動や施設利用の利便性や安全性の向上を促進す
るため、公共交通機関、建築物、公共施設のバリアフリー化を推進するとともに、駅を中
心とした地区や、高齢者、障害者などが利用する施設が集まった地区において、重点的か
つ一体的なバリアフリー化を推進します。  

＊2 エスコートゾーン 
  「視覚障害者用道路横断帯」とも呼ばれ、視覚に障害のある人に横断方向を誘導するため

の道路歩道中央に設けられる突起帯のことです。  
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施策の方向２ 安全な暮らしを確保する 

 
≪ 現状と課題 ≫  

本市では、災害対策として避難行動要支援者名簿＊3の作成や、障害のある人のための

福祉避難所の指定を行っています。 

しかし、アンケート調査では、災害時に近所で助けてくれる人が「いる」と答えた人

は少なくなっています。 

障害のある人は、災害に対して非常に弱い存在であり、地域で安心して暮らしていく

ため、障害の種別や程度に応じて適切な支援体制の整備が求められます。 

また、令和２年初め頃から、新型コロナウイルス感染症が拡大していることから、感

染症対策を考慮した危機管理が必要です。 

 

■アンケート調査：近所で助けてくれる人の有無 

  
 

■アンケート調査：災害時に必要な支援 
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≪ 取組の方向 ≫ 
〇避難行動要支援者名簿＊3を適時更新し、個別計画＊4の作成に努めるとともに福祉避難

所の確保に取り組みます。  

〇防犯や詐欺・悪徳商法などの被害未然防止のため消費生活相談との連携に努めます。 

〇障害の発生原因となる交通事故防止のため、啓発と対策に努めます。 
 
（１）防災対策の充実 

No 具体的な取組 担当課 

70 

■避難行動要支援者対策の推進 
災害対策基本法に基づき作成した避難行動要支援者名簿

＊3 を適時更新し、災害時に円滑な支援ができるよう該当者
の同意を得て避難支援等関係者へ名簿情報を提供します。  

また、福祉関係課及び関係者・関係団体、自主防災組織等
の連携により、避難行動要支援者を支援する個別計画の作成
を推進します。 

福祉政策課 

障害者福祉課 

健康長寿課 

安心安全推進課 

71 

■福祉避難所の確保及び感染症対策の推進  
災害に備えて福祉避難所の確保に努めます。 

また、避難所においては、感染症対策の観点から、避難者
相互の距離を確保することに努めます。  

安心安全推進課 

福祉政策課 

障害者福祉課 

健康長寿課 

72 

■ＮＥＴ１１９緊急通報システム＊5の周知 
音声による 119 番通報が困難な聴覚・言語機能障害者が、

円滑に消防へ通報できるＮＥＴ１１９緊急通報システムの
一層の周知に努めます。 

障害者福祉課 

 
（２）防犯対策の充実 

No 具体的な取組 担当課 

73 
■福祉相談窓口と消費生活相談の連携  

福祉相談窓口と消費生活相談の連携により、消費生活トラ
ブルの早期発見・早期対応に努めます。  

障害者福祉課 

産業振興課 

健康長寿課 
 
（３）交通安全の充実 

No 具体的な取組 担当課 

74 

■交通事故防止の啓発と対策の推進 
障害発生の要因の一つである交通事故の防止に関する啓

発を推進するとともに、事故にあう危険性の高い障害のある
人が安全に通行できるよう、交通環境の整備を推進します。 

安心安全推進課 

障害者福祉課 

 

                                                   
＊3 避難行動要支援者名簿 
  災害対策基本法に基づき、大地震などの災害が起こったときに、自力で非難することが難

しく、支援を必要とする方 （々避難行動要支援者）を、あらかじめ登録しておく名簿です。  
＊4 個別計画 
  災害発生時避難支援を行う者や避難支援を行う上での留意する点、避難支援の方法や避難

場所、避難経路などを記載します。 
＊5 ＮＥＴ１１９緊急通報システム  

聴覚や言語機能等の障害によって音声による通報が困難な方が、スマートフォン等から通
報場所の消防本部へ１１９番通報できるサービスです。 
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基本目標５ 障害のある子どもへの支援を充実する 
 
施策の方向１ 障害のある子どもの保育・教育を推進する  

 
≪ 現状と課題 ≫  

本市では、疾病や障害の早期発見につながるよう乳幼児健康診査等を実施し、必要に

応じて発育発達相談を受けています。  

障害者支援協議会では、グレーゾーンの発達障害の子を早期に療育支援につなげる体

制が必要との意見があります。また、アンケート調査の自由意見欄では、サービス等の

情報は自分で調べなければ知らなかったとありました。  

障害のある子どもの保護者や養育者にとって、身近な相談窓口は大きな助けとなりま

す。子育てに伴う、孤立や不安といった負担感を軽くする手立ては不可欠です。  

また、障害のある子どもの成長・発達に伴い生ずる課題に対して、相応しい療育支援

が行われる必要があります。  

 
■アンケート調査：自由記意見欄 

＜分類：障害のある子どもの地域生活の支援について＞  

〇支援してもらえるサービス等の情報は自分で調べなければ知らなかった。  

 

＜分類：障害のある子どもの教育について＞  

〇公立学校の支援級では指導員の先生が足りない。 

〇中学に上がっても部活や委員会で活動できるとよい。  

 

 

 

≪ 取組の方向 ≫  

〇障害のある子どもが、地域社会の一員として健やかに成長するために、障害の早期発

見、早期対応から、ライフステージに沿った切れ目のない療育と教育に取り組みます。 

〇保健、医療、保育、教育等が連携して、障害のある子どもとその家族を支援します。 

〇障害のある子どもの就学に向けた支援を充実します。  

 

 
（１）相談支援体制の充実  

No 具体的な取組 担当課 

75 

■疾病や障害の早期発見・早期療育の推進  

疾病や障害の早期発見につながるよう、妊産婦相談、新生児

訪問指導、乳幼児健康診査等を実施します。  

また、子育て相談や専門職による発育発達相談の充実、保

健・医療・福祉の関係部課と関係機関の連携を強化し、早期に

療育支援につながるよう努めます。 

保健センター 

こども支援課 
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76 

■幼児期から就学期への切れ目のない支援  
幼児期から就学期にかけて、継続的な切れ目のない支援とな

るよう、保育所（園）、幼稚園、発育支援センター、児童発達
支援事業所、関係部課が連携し、きめ細やかな就学相談、就学
支援を実施します。  

障害者福祉課

こども支援課 

教育センター 

 

（２）幼児教育・保育の充実  

No 具体的な取組 担当課 

77 
■保育所・幼稚園・学童保育室への受け入れ促進  

障害のある子どもの保育所（園）への受け入れ体制の充実と、
幼稚園、学童保育室への受け入れを促進します。 

こども支援課 

78 

■関係機関との連携促進  
幼児期からの発達を支援するとともに、集団適応や社会性を

育むことができるよう、児童発達支援事業所と幼稚園、保育所
（園）等との連携を促進します。  

障害者福祉課 

こども支援課 

 

（３）特別支援教育の充実 

No 具体的な取組 担当課 

79 

■関係教職員の資質の向上  
特別な支援が必要な子どもへのきめ細かな対応を図るため、

関係機関との連携強化や研修などによる関係教職員の資質の
向上を図ります。  
教育に直接関わる教職員の専門知識と技能の向上を図るた

め、専門研修を推進するとともに、一般教職員に対する特別な
支援が必要な子どもへの教育に関する研修を推進します。  

教育センター 

80 

■通常学級における通級による指導体制の整備 
小・中学校の通常の学級に在籍する特別な支援が必要な子ど

もに対して、その障害や特性等に応じて、特別の場で行われる
指導（通級による指導）が受けられる体制を整備します。  

教育センター 

81 

■学校・学級相互交流活動の推進  
すべての子どもの見聞を広め、豊かな人間形成や社会性の育

成ができるように、特別支援学級や特別支援学校で学ぶ障害の
ある子どもと、通常学級で学ぶ子どもとが活動をともにする機
会となる学校相互や学級相互の交流教育や、地域社会との交流
活動を積極的に推進します。  

教育センター 

82 

■特別教育児童（生徒）就学奨励事業の推進 
教育の機会均等や特別支援学級への特別支援教育児童（生

徒）就学奨励事業により、その就学に係る児童（生徒）の保護

者への経済的な負担を軽減し、特別支援教育の普及奨励を図り
ます。 

学校教育課 
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施策の方向２ 障害のある子どもの地域生活を支援する  

 
≪ 現状と課題 ≫ 

発達障害についての認識が広まったことにより、障害のある子どもの早期療育を求め

る保護者のニーズは高まっています。また、医療技術の進歩等を背景に医療的ケアが必

要な重複障害児や超重症児が増えています。  

アンケート調査からは、市内に重い障害のある子どもの療育施設を求める声がありま

す。 

そのため、障害のある子どもの親への支援とともに、障害児支援の中核的施設となる

児童発達支援センター＊1の設置が求められます。 

 

■アンケート調査：自由意見欄 

＜分類：障害のある子どもの地域生活の支援について＞  

〇発育支援センターでは、重い障害のため人手が足りず通えなかった。市外

の療育施設を利用している。  

〇呼吸器をつけている子どもが利用できる施設がない。  

 

■アンケート調査：サービス利用状況と利用意向（障害児通所給付）  

 現在利用している  今後利用したい 

児童発達支援 25.0％ 53.1% 

放課後等デイサービス  59.4％ 59.4% 

保育所等訪問支援  3.1% 18.8% 

医療型児童発達支援  9.4% 40.6% 

障害児相談支援  46.9% 53.1% 

 

≪ 取組の方向 ≫  

〇障害のある子どもが、家庭や学校以外の地域のなかで、療育支援を受けられる場の充

実を図ります。 

〇保護者や養育者にとって、子育ての負担が軽減され、就労や生活の充実につながるよ

う支援します。 

 
 

（１）障害のある子どもの地域生活の充実  

No 具体的な取組 担当課 

83 

■放課後等デイサービス市内事業所の連携  
放課後等デイサービスの市内事業所間の連携と協働によ

り、障害の種別、程度にかかわらず、身近な場で療育や訓練
の機会が提供できるよう支援します。  

障害者福祉課 

                                                   
＊1 児童発達支援センター 
  療育支援の中核となる施設。通所支援のほかに、保育所等訪問や障害児相談の地域支援を

行います。 
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84 

■関係機関協議の場の充実 
医療的ケア児＊2が適切な支援を受けられるように、保健、

医療、障害福祉、保育、教育等の関係機関が連携を図るため
の協議の機会を拡充し、関係者の連携強化に努めます。  

障害者福祉課 

こども支援課 

保健センター 

教育センター 

85 

■発達障害児者の家族への支援  
ペアレントトレーニング＊3の研修事業と共に、ペアレント

メンター＊4の活動を支援することで、家族機能を強化し、地
域の療育体制の充実を図ります。  

障害者福祉課 

こども支援課 

保健センター 

 

（２）障害児支援の提供体制の整備  

 

                                                   
＊2 医療的ケア児 

人工呼吸器やたんの吸引、胃ろうによる栄養の注入などの医療的な生活援助が日常的に必
要な子どものことです。 

＊3 ペアレントトレーニング 
子どもの行動変容を目的として、親がほめ方や指示などの具体的な養育スキルの獲得を目
指すものです。 

＊4 ペアレントメンター 
障害のある子どもを育てた経験のある親が、障害のある子どもの親となったばかりの相手
の相談に応じ、共感して寄り添い将来の見通しを示す等の活動をする人のことです。  

＊5 重症心身障害児  
重度の肢体不自由と重度の知的障害とが重複した状態を重症心身障害といい、その状態に
ある子どもを重症心身障害児といいます。 

No 具体的な取組 担当課 

86 

■児童発達支援センター＊1の設置 
障害の重度化・重複化・多様化に対応する専門的な機能を

もち、障害のある子どもと家族、地域の関係機関を支援する

障害児支援の中核的施設となる児童発達支援センターを設置
します。 

障害者福祉課 

こども支援課 

保健センター 

87 
■保育所等訪問支援事業の実施  

保育所等訪問支援事業により、保育所（園）や幼稚園、学
校などの集団の中で成長発達できるよう支援します。  

障害者福祉課 

88 

■障害児を介護する家族支援の充実  
重症心身障害児＊ 5を介護する家族の負担を少しでも和ら

げ、休息（レスパイト）をとることができるよう日中一時支
援、短期入所の受入促進、利用事業所の拡充に努めます。  

障害者福祉課 
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第１ 基本的な考え方                      

 
  本市では、国の基本指針＊1や県の方針を踏まえながら、これまでの前期計画の実績や

市の現状と課題を勘案して、次の事項を決めます。 

  なお、障害福祉計画と障害児福祉計画は関係が深いため、一体的に策定します。  

 

障害福祉 

計画の項目 
項目内容 目標値 

提供体制 

確保の目標 

（１）施設入所者の地域生活への移行  令和５年度を

目標年次とす

る成果目標 

 

 

（２）精神障害にも対応した地域包括ケアシステム 

の構築 

（３）地域生活支援拠点等が有する機能の充実  

（４）福祉施設から一般就労への移行等  

（５）障害児支援の提供体制の整備  

（６）相談支援体制の充実・強化等  

（７）障害福祉サービス等の質を向上させるための 

取組に係る体制の構築  

支援の種類

ごとの見込

量・確保の

方策 

（１）障害福祉サービス  訪問系サービス 

日中活動系サービス 

居住支援系サービス 

就労訓練系サービス 

相談支援 

成果目標の達

成に向けた、

令和３年から

５年までの各

年度ごとの活

動指標 （２）児童発達支援 児童発達支援 

障害児の保育所等の受入  

（３）地域生活支援事業  必須事業 

任意事業 

（４）その他の事業 発達障害者等支援 

精神障害者にも対応した

地域包括ケアシステムの

構築 

相談支援体制の充実・強化  

障害福祉サービスの質の

向上の取組 

 

                                                   
＊1 国の基本指針 

「障害福祉サービス等及び障害児通所支援等の円滑な実施を確保するための基本的な指
針」（令和２年厚生労働省告示第 213 号） 
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第２ 提供体制確保の目標                    
 

（１） 施設入所者の地域生活への移行 

 

令和元年度末時点の施設入所者＊1のうち、今後、自立訓練事業＊2等を利用し、グルー

プホーム、一般住宅等に移行する人数を見込みます。  

福祉施設に入所している本人の意思が尊重された上で、地域生活への移行が図られる

ことが重要です。  

 

 ■数値目標の設定 

項目 
令和元年度 

実績 

令和５年度 

目標値 
考え方 

施設入所者数 ３５人 ―人 

入所待機者は年々増加しているため、

令和５年度末の施設入所者数の目標値

は、県と同様設定しません（注１） 

地域生活移行者数  １人 ４人 

令和元年度の施設入所者の９％以上を

令和５年度末の目標値とします。  

 

注1） 国の基本指針では施設入所者数の削減（令和元年度実績の 1.6%以上）の目標値

を求めていますが、埼玉県内では強度行動障害や重度の重複障害などによる地域

生活が困難な人が多数入所待ちをしている状況です。このため県では目標値を設

定していません。 

 

 

 

（２） 精神障害者にも対応した地域包括ケアシステムの構築  

 

精神障害者の精神病床から退院後１年以内の地域における平均生活日数、精神病床に

おける１年以上長期入院患者数及び早期退院率に関する目標値について、県が設定しま

す。 

市では、退院する精神障害者が地域生活に円滑に移行できるよう、障害者支援協議会
＊3に協議の場を設け、支援体制を整備していきます。  

 
 

                                                   
＊1 施設入所者 

日中活動として「生活介護」や「自立訓練」等と、居住支援として「施設入所支援」と
を組み合わせて入所する施設（「障害者支援施設」ともいう）に入所する障害者のことで
す。 

＊2 自立訓練 
障害福祉サービスで、機能訓練（身体障害者または難病患者等に対する理学療法や作業
療法等のリハビリテーション、相談や助言）と生活訓練（精神・知的障害者に対する日
常生活の訓練、相談や助言）があります。 

＊3 障害者支援協議会 
地域での障害福祉に関する関係者による連携や支援体制について協議を行う会議です。  
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（３） 地域生活支援拠点等が有する機能の充実  

 

  本市は地域生活支援拠点＊4について、地域にある複数の支援機関が分担して機能を担

う面的整備＊5を進めてきました。  

  今後の実際の運用のなかで、機能の充実・強化に努めます。  

 

 ■数値目標の設定 

項目 
令和５年度 

目標値 
考え方 

地域生活支援拠点

等が有する機能の

充実 

検証評価を年

１回以上実施 

地域生活支援拠点に備わる５つの機能について、運

用の実践のなかで、課題を検証し、成果を評価する

ことで、その充実や強化に取り組みます。  

 

 

 

（４） 福祉施設（就労訓練系サービス）から一般就労への移行等 

 

就労移行支援事業及び就労定着支援事業等の推進により障害者の福祉施設から一般

就労への移行及びその定着を進めます。  

 

 ■数値目標の設定（１）  

項目 
令和元年度 

実績 

令和５年度 

目標値 
考え方 

就労移行支援事業  

利用者数 
２４人 ３１人 

令和元年度の就労移行支援事業利

用者の 1.27 倍以上を、令和５年度

末の目標値とします。 

一般就労移行者数  ８人 
１６人 

（内訳次頁） 

就労訓練系サービスを終了して一

般就労した人数。コロナ禍の雇用

情勢を踏まえ 1６人を目標値とし

ます。 

    

 

                                                   
＊4 地域生活支援拠点 

障害者の重度化・高齢化や「親亡き後」を見据え、居住支援のための機能（①相談、②
緊急時の受入れ・対応、③体験の機会・場、④専門的人材の確保・養成、⑤地域の体制
づくり）を地域の実情に応じた創意工夫により整備し、障害のある人の生活を地域全体
で支えるサービス提供体制のことです。 

＊5 面的整備 
  地域生活支援拠点に備わる５つの機能を、１つの機関に集約させる「多機能拠点整備」

に対し、地域の複数の機関に分散して整備するものです。  
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 内訳【新規】 

項目 

令和元 

年度 

実績 

令和５ 

年度 

目標値 
考え方 

一般就労への移行者  ８人 １6 人 令和元年度実績の 1.27 倍以上 

 就労移行支援＊6の利用者 7 人 １３人 〃     1.3 〃 

 就労定着支援＊7の利用者 0 人 １０人 上記の７割以上 

就労継続支援Ａ型＊8の利用者 １人 ２人 令和元年度実績の 1.26 倍以上 

就労継続支援Ｂ型＊9の利用者 ０人 1 人 〃    1.23 〃 

 

 ■数値目標の設定（２）  

項目 

目標値 

令和 5 年
度末 

考え方 

就労定着支援事業所数  

 
１ヵ所 

障害のある人が就職しても、その

職場に定着し、安定継続した職業

生活を送ることが重要です。  就労定着率 8 割以上の就労移行支援事

業所数 
１ヵ所 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                   
＊6 就労移行支援 

一般就労への就労を希望する人に、一定時間、就労に必要な知識及び能力の向上のため
に必要な訓練を行います。 

＊7 就労定着支援 
就労移行支援を経由して一般就労に至った障害者が、その職場に定着できるよう助言指
導するはたらきかけ、個別給付サービスのことです。 

＊8 就労継続支援 A 型 
一般企業での就労が困難な人に、雇用して就労の機会を提供するとともに、能力等の向
上のために必要な訓練を行います。 

＊9 就労継続支援 B 型 
一般企業での就労が困難な人に、就労する機会を提供するとともに、能力等の向上のため
に必要な訓練を行います。  
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（５） 障害児支援の提供体制の整備 

 

  障害のある子どもに対しては、早期から発達段階に応じた一貫した支援を行っていく

ことが重要です。  

  このため、障害のある子どもとその家族に対し、障害の疑いがある段階から、身近な

地域で療育支援が行われる必要があります。質の高い専門的な発達支援を行う障害児通

所支援＊10等の充実を図ります。 

  障害のある子どものライフステージに沿って、地域の保健、医療、障害福祉、保育、

教育、就労支援等の関係機関が連携を図り、切れ目の無い支援体制の構築を図ります。 

  また、医療的ケア児＊11が、必要な支援を円滑に受けられるよう、関連分野（保健、医

療、障害福祉、保育、教育等）が、共通理解の上で協働する包括的な支援体制を構築し

ます。 

 

 

 ■数値目標の設定  

項目 
令和元年度

実績 

令和５年度 

目標値 
考え方 

児童発達支援センター＊

12の設置数 
― １か所 

市内に少なくとも１か所設置

します 

保育所等訪問支援＊13の 

体制の構築 
1 か所 3 か所 

市内の１事業所が実施してお

り、今後も更なる充実に努め

ます。 

重症心身障害児＊14を支

援する児童発達支援＊15

事業所の設置数 

― １か所 

市内の障害児通所支援事業所

間の連携・協働体制を構築し

各事業のもつ機能の強化と分

化を進めます。 

    

                                                   
＊10 障害児通所支援 

障害児の療育支援機関で、未就学児のための児童発達支援、就学中の児童・生徒のため
の放課後等デイサービスがあります。  

＊11 医療的ケア児 
人工呼吸器やたんの吸引、胃ろうによる栄養の注入などの医療的な生活援助が日常的に
必要な子どものことです。 

＊12 児童発達支援センター 
療育支援の中核となる施設。通所支援のほかに、保育所等訪問や障害児相談の地域支援
を行います。 

＊13 保育所等訪問支援 
訪問支援員が、障害児が集団生活を営む施設を訪問して集団適応の訓練をし、訪問先の
施設職員に助言指導するものです。 

＊14 重症心身障害児 
重度の知的障害と重度の肢体不自由が重複している子どもです。 

＊15 児童発達支援 
未就学の障害児を対象に、日常生活の基本動作の指導、知識技能の付与、集団生活への
適応訓練を行います。 
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項目 
令和元年度

実績 

令和５年度 

目標値 
考え方 

重症心身障害児を支援す

る放課後等デイサービス
＊16事業所の設置数 

1 か所 2 か所 

令和２年度に事業所の統廃合

によりサービス提供終了とな

ったため、令和 5 年度までに

新たな事業所の取組みを支援

します。 

医療的ケア児のための関

係機関の協議の場の設置

（開催回数） 

年 1 回 年 2 回 

協議の場の更なる充実・拡大

を図ります。 

医療的ケア児に関するコ

ーディネーター＊17の 

配置（人） 

3 人 5 人 

人材の確保・育成に努め、体

制の充実を図ります。 

 

 

 

（６） 相談支援体制の充実・強化等【新規】 

 

障害種別や各種ニーズに応じて対応できる総合的・専門的な相談支援の体制を整えま

す。 

基幹相談支援センター＊18が地域の相談支援事業の中核となって、人材の育成や関係

機関との連携・協働を進めます。  

 

■目標の設定 

項目 
令和５年度 

目標値 
考え方 

専門的相談支援の

実施、地域の相談

支援体制の整備  

 

有 

基幹相談支援センターを社会福祉協議会に委託して

設置しています。 

総合的・専門的相談支援の機能強化・充実を、今後

更に進めます。 

 

                                                   
＊16 放課後等デイサービス 

学校に就学する障害児を対象に、生活能力向上の訓練、社会との交流促進を通所により
行います。 

＊17 医療的ケア児に関するコーディネーター  
医療的ケア児が必要とする多分野にわたるサービス調整、地域課題の整理、地域資源の
開発等を担う。相談支援専門員、保健師、訪問看護師をもって配置します。 

＊18 基幹相談支援センター 
相談支援事業所の機能を強化・拡充し、地域の相談支援体制の中核を担う機関です。本
市では社会福祉協議会に設置しています。  



第４章 障害福祉計画・障害児福祉計画 
第２ 提供体制の確保の目標 

71 

 

（７） 
障害福祉サービス等の質を向上させるための取組に係る体制の構築

【新規】 

 

障害福祉サービスが真に必要とする障害のある人等に提供されているかどうかを、審

査支払等システム＊19の審査結果や、県の指導監査＊20の結果を活用して検証することで、

サービスの質の向上を図ります。  

 

■目標の設定 

項目 
令和５年度 

目標値 
考え方 

障害福祉サービス

等の提供について

の検証の実施 

有 

障害福祉サービス等の利用状況を把握し、障害のあ

る人が真に必要とする障害福祉サービスが提供でき

ているかの検証を行います。  

障害福祉サービス

等の質の向上へ向

けた体制の構築 

有 

自立支援審査支払等システム等を活用して、事業所

と関係自治体等との間で情報を共有することで、事

業運営の適正化を図る体制を構築します。  

 

                                                   
＊19 審査支払等システム 

障害福祉サービス事業者等からの報酬請求に対して、埼玉県国民健康保険団体連合会が
支払に応ずるときに用いるシステム（障害者自立支援審査支払等システム）です。 

＊20 指導監査 
県内の指定障害福祉サービス事業者と指定障害児通所支援事業者等に対して、埼玉県が  
その適正な事業実施を、確保するために集団指導、実地指導を行うものです。 
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第３ 支援の種類ごとの見込量・確保の方策           
 

市の障害福祉計画と障害児福祉計画では、障害福祉サービス等についての実績値や利

用者ニーズを考慮して、見込量を定めます。  

「障害福祉サービス」、「児童発達支援」、「地域生活支援事業」、「その他の事業」の各

事業について、令和３年度から５年度までの各年度の見込量を設定します。  

 
（１） 障害福祉サービス 

 

    

 

 

            

 

 

 

 
 

障害福祉サービスは、「訪問系サービス」、「日中活動系サービス」、「居住支援系サービ

ス」、「就労訓練系サービス」、「相談支援」に大別できます。訪問系サービスは、在宅生

活を維持する上での基本となるサービスです。  

 
■各サービスの内容 

 

 

 

 

 

 

  ① 居宅介護（ホームヘルプ） 

  ② 重度訪問介護 

訪問系サービス ③ 同行援護 

  ④ 行動援護 

  ⑤ 重度障害者等包括支援 

①  自宅で、入浴、排せつ、食事の介護等を行う。              

②  

重度の肢体不自由者又は重度の知的障害若しくは精神障害により行動上に著しい困

難を有する者で、常に介護を必要とする人に、自宅で入浴、排せつ、食事の介護、外

出時の移動支援、入院時の支援等を総合的に行う。          

③  視覚障害により、移動に著しい困難を有する人が外出する時、必要な情報提供や介護

を行う。                             

④  自己判断能力が制限されている人が行動する時、危機回避に必要な支援や外出支援を

行う。 

⑤  介護の必要性がとても高い人に、居宅介護等複数のサービスを包括的に行う。 
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現状と課題  

〇 訪問系サービスの１か月平均の利用人数は、全体的に増加しているが、居宅介護

は減少傾向にあります。  

〇 アンケート調査（「サービスの利用状況と利用意向」）によると、居宅介護は、現

在利用している人は少ないが、今後利用したいサービスの一つとして期待されて

います。 

〇 障害者支援施設や精神科病院から地域への移行、地域生活での定着を進めるにあ

たり、訪問系サービスは一層重要となる支援です。  

 

 

見込量と確保の方策  

◇ 令和２年度は、新型コロナウイルス感染症の影響で利用実績が伸びていません

が、それまでの実績を参考にして、毎年７人の増加を見込みます。  

◇ 訪問系サービスの提供体制が、利用ニーズに応じられるよう、相談支援事業所と

の連携強化を図ります。 

◇ 居宅介護の事業所間の意見・情報交換や相互連携の仕組みを整えます。  
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（人／月） 訪問系サービスの実績と見込量

⑤重度包括実績

④行動援護実績

③同行援護実績

②重度訪問実績

①居宅介護実績

訪問系サービス利用者見込
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■訪問系サービスの見込量  

サービスの種類  

第３期 実績値 第４期 見込量 

平成 30 

年度 

令和元 

年度 

令和２年度 

（見込値） 

令和３ 

年度 

令和４ 

年度 

令和５ 

年度 

訪問系サービス  

（上段：人） 

（下段：時間） 

 

92.8 

 

93.0 

 

89.7 

 

106 

 

113 

 

120 

2,538.8 2,528.2 2,268.4 2,897 3,064 3,328 

 ① 居宅介護  

（上段：人） 

（下段：時間） 

 

68.0 

 

66.5 

 

64.2 

 

77 

 

82 

 

86 

1,564.0 1,529.5 1,476.6 1,771 1,886 1,978 

② 重度訪問介護 

（上段：人） 

（下段：時間） 

 

3.0 

 

2.8 

 

0.7 

 

3 

 

3 

 

4 

360.0 336.0 84.0 360 360 480 

③ 同行援護 

（上段：人） 

（下段：時間） 

 

9.3 

 

10.3 

 

10.3 

 

10 

 

11 

 

12 

102.3 113.3 113.3 110 121 132 

④ 行動援護 

（上段：人） 

（下段：時間） 

 

12.5 

 

13.4 

 

14.5 

 

16 

 

17 

 

18 

512.5 549.4 594.5 656   697    738 

⑤重度障害者等

包括支援 

（上段：人） 

（下段：時間） 

 

0 

 

0 

 

0 

 

0 

 

0 

 

0 

0 0 0 0 0 0 

 ※「人」：月平均の利用実人数（延べ人数ではない）  

※「時間」：全利用者の月平均のサービス提供時間  

※「令和２年度（見込値）」：令和２年 12 月までの月平均値 

※「第４期見込量」の算出方法は次のとおり  

・「人」 ：（平成 27 年度から令和元年度までの平均伸び率）×令和元年度実績値を

原則とし、必要に応じて実情を勘案する。  

・「時間」：見込人数に 1 人 1 月あたりの平均利用時間を掛ける（「居宅介護」23 時

間・「重度訪問介護」120 時間・「同行援護」11 時間・「行動援護」41

時間 
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日中活動系サービスは、施設入所か在宅かにかかわらず、日中に提供される介護や生

活支援等のサービスのことです。  

 

■各サービスの内容  
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（人／月） 療養介護の実績と見込量

⑦療養介護実績

⑦療養介護利用者見込

  
⑥ 短期入所（ショートステイ）  

日中活動系サービス ⑦ 療養介護 

  ⑧ 生活介護 

⑥ 
自宅で介護する人が病気の場合などに、短時間、夜間も含めた施設で、入浴、排

せつ、食事の介護等を行う。（福祉型：障害者支援施設等で実施、医療型：病院、

診療所、介護老人保健施設で実施）                       

⑦ 
医療と常時介護を必要とする人に、医療機関で機能訓練、療養上の管理、看護、

介護及び日常生活の世話を行う。                                                                              

⑧ 
常に介護を必要とする人に、昼間、入浴、排せつ、食事の介護等を行うとともに、

創作的活動又は生産活動の機会を提供する。               
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現状と課題  

〇 短期入所は、受入れ先が市内になく、市外の施設に頼っているのが現状です。  

〇 療養介護は、本市で利用している重度の心身障害者は、数名です。 

〇 生活介護の事業所は市内に複数あり、特別支援学校を卒業する生徒の進路の一つにな

っています。 

 

 

見込量と確保の方策  

◇ 短期入所と生活介護は、日中活動系サービスのなかでも、利用ニーズが今後も見込ま

れるため、これまでの実績をもとに漸増する見込量とします。  

◇ 短期入所の受入れ先を、身近な地域のなかで整備する必要があるため、既存のグルー

プホーム等の空床利用や、多様な設置運営主体の新規参入を促します。  

◇ 市内に複数ある生活介護の事業所が、相談支援事業所と連携・協働することで、地域

生活支援拠点＊1の面的整備の一層の充実を図ります。  

 

 

                                                   
＊1 地域生活支援拠点 
  障害者の重度化・高齢化や「親亡き後」を見据え、居住支援のための機能（①相談、②

緊急時の受入れ・対応、③体験の機会・場、④専門的人材の確保・養成、⑤地域の体制
づくり）を地域の実情に応じた創意工夫により整備し、障害のある人の生活を地域全体
で支えるサービス提供体制のことです。  
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（人／月） 生活介護の実績と見込量

⑧生活介護実績

⑧生活介護利用者見込
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■日中活動系サービスの見込量  

サービスの種類 

第３期 実績値 第４期 見込量 

平成 30 

年度 

令和元 

年度 

令和 2 年度

（見込値） 

令和３ 

年度 

令和４ 

年度 

令和５ 

年度 

⑥短期入所・福祉型  

（上段：人） 

（下段：人日分） 

 

27.6 

 

25.8 

 

14.6 

 

25 

 

26 

 

26 

146.3 129.2 54.2 150 156 156 

⑥短期入所・医療型  

（上段：人） 

（下段：人日分） 

 

― 

 

― 

 

― 

 

3 

 

4 

 

5 

― ― ― 12 16 20 

⑦療養介護  （人） 2.3 3.2 3.4 4 4 4 

⑧生活介護 

（上段：人） 

（下段：人日分） 

 

83.4 

 

83.7 

 

85.8 

 

91 

 

96 

 

100 

1,599.6 1,679.3 1,704.6 2,002 2,112 2,200 

 ※「人」：月平均の利用実人数（延べ人数ではない）  

 ※第 3 期実績値の「人日分」：利用者が実際に利用した日数の平均  

 ※「令和２年度（見込値）」：令和２年 12 月までの月平均値 

※第 4 期見込量の「人」：（平成 27 年度から令和元年度までの平均伸び率）×令和元年

度実績値を原則とし、必要に応じて実情を勘案する。  

※第 4 期見込量の「人日分」：「月間の利用人数」×「1 人 1 月当たりの平均利用日数」

を原則とし、必要に応じて実情を勘案する。  

  （「1 人 1 月当たりの平均利用日数」は、「短期入所・福祉型」6 日、「短期入所・医療

型」4 日、「生活介護」22 日） 
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 ⑨ 共同生活援助（グループホーム）  

居住支援系サービス ⑩ 自立生活援助 

 ⑪ 施設入所 

 

居住支援の場は、障害のある人が地域のなかで普通に暮らすためのサービスとして欠か

せないものです。  

 

■各サービスの内容  
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（人／月）
共同生活援助の実績と見込量

⑨共同生活援助実績

⑨共同生活援助利用者見込

⑨ 
夜間や休日、共同生活を行う住居で、相談、入浴、排せつ、食事の介護、日常

生活上の援助を行う。  

⑩ 
一人暮らしに必要な理解力・生活能力を補うため、定期的な居宅訪問や随時の

対応により日常生活における課題を把握し、必要な支援を行う。                                                                              

⑪ 施設に入所する人に、夜間や休日、入浴、排せつ、食事の介護等を行う。  
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現状と課題  

〇 グループホームは、令和 3 年 1 月 28 日時点で市内に８か所ありますが、いずれも小

規模で満床のため、新たな利用希望に応じることが難しくなっています。  

〇 障害のある人の住まいについて、市内では土地の提供・建物の建設の申出は多数ある

ものの、設置運営する担い手がみつからず、グループホームの増加につながっていま

せん。 

〇 市外では、民間企業の参入により、日中サービス支援型グループホーム＊2の設置が相

次いでいます。 

 

 

見込量と確保の方策  

◇ 障害福祉の団体や法人が共同してグループホームの設置運営を担ったり、共生型サ

ービスを踏まえた高齢者と障害のある人とが相互に利用できるグループホームの導

入を目指します。 

◇ 宅建協会や信用保証協会、障害者団体、建築等の関係者からなる居住支援ネットワー

クを創設して、地域全体でバランスの取れたグループホーム整備を目指します。 

◇ 自立生活援助の個別給付を進めることで、地域での一人暮らしが定着・拡充するよう

支援します。 

 

 

 
■居住支援系サービスの見込量  

サービスの種類  

第３期 実績値 第４期 見込量 

平成 30

年度 

令和元 

年度 

令和２年度

（見込値） 

令和３ 

年度 

令和４ 

年度 

令和５ 

年度 

⑨ 共同生活援助 

 （人） 
27.6 33.5 36.7 41 45 49 

⑩ 自立生活援助 

    （人） 
0 0 1.2 1 1 1 

⑪ 施設入所支援 

（人） 
37 35 35 35 35 35 

 ※「人」：月平均の利用実人数（延べ人数ではない）  

 ※「令和２年度（見込値）」：令和２年 12 月までの月平均値 

※「第４期見込量」は次のとおり算出  

（平成 27 年度から令和元年度までの平均伸び率）×令和元年度実績値を原則と

し、必要に応じて状況を勘案する。  

 

                                                   
＊2 日中サービス支援型グループホーム  
  重度の障害で常時介護を要する状態にある人が入居して、日常生活や日中活動の支援を

受けるグループホームであり、加えて短期入所を併設して緊急一時的な宿泊の場を提供
するものです。 
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就労訓練系は、自立した生活を目指し、生活能力の維持・向上や就労への支援を行う

サービスです。  

 

■各サービスの内容  

 

 

 

 

  ⑫ 自立訓練（機能訓練） 

  ⑬ 自立訓練（生活訓練） 

  ⑭ 宿泊型自立訓練 

就労訓練系サービス ⑮ 就労移行支援 

  ⑯ 就労継続支援Ａ型 

  ⑰ 就労継続支援Ｂ型 

  ⑱ 就労定着支援 

⑫ 
自立した日常生活又は社会生活ができるよう、一定時間、身体機能の維持、向上

のために必要な訓練を行う。             

⑬ 
自立した日常生活又は社会生活ができるよう、一定時間、生活能力の維持、向上

のために必要な支援、訓練を行う。  

⑭ 
居室を利用して昼夜を通じ、家事等の日常生活の訓練や生活の相談や助言、必要

な支援を行う。 

⑮ 
一般企業への就労を希望する人に、一定時間、就労に必要な知識及び能力の向上

のために必要な訓練を行う。                             

⑯ 
一般企業での就労が困難な人に、雇用して就労の機会を提供するとともに、能力

等の向上のために必要な訓練を行う。  

⑰ 
一般企業での就労が困難な人に、就労する機会を提供するとともに、能力等の向

上のために必要な訓練を行う。  

⑱ 
一般就労に移行した人に、就労に伴う生活面の課題に対応するための支援を行

う。 
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⑫機能訓練実績

⑬生活訓練実績

⑫機能訓練利用者見込

⑬生活訓練利用者見込

16.2 18.4 19.7 21.9 23.3 
19.9 

18.8 22.3 25.1 26.9 26.3 24.3 

20
22

24
21

23
25

28
31

34

11 12 13

25
28

31 31
34

37

0

20

40

Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1 Ｒ2 Ｒ3 Ｒ4 Ｒ5

（人／月） 就労移行・就労Ａ型の実績と見込量

⑮就労移行実績

⑯就労Ａ型実績

⑮就労移行利用者見込

⑯就労A型利用者見込

76.1 87.3 92.6 
105.3 

120.4 125.2 

72 75 78
96

102 108

136

154

174

0

50

100

150

200

Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1 Ｒ2 Ｒ3 Ｒ4 Ｒ5

（人／月） 就労Ｂ型の実績と見込量

⑰就労Ｂ型実績

⑰就労B型利用者見込
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現状と課題  

〇 就労継続支援Ｂ型の利用実績は、見込数を上回り増加しています。市内９事業所が、

その受け皿となっています。  

〇 アンケート調査（「仕事をしている人の勤務形態」「就労意向」）では、障害のある人

が仕事に就いていても、その４割以上がパート・アルバイト・派遣といった就労形態

でした。また、仕事に就いてない人の４割以上が、就労を希望しています。  

〇 相談支援機能が、一般就労への移行とともに途絶えてしまい、アフターフォローが不

十分となる場合があります。  

 

 

見込量と確保の方策  

◇ 就労継続支援Ｂ型の市内 9 事業所同士の連携を通じて、分業と協業、機能の相互補

完を図り、今後も増大する利用希望者のニーズに応えていきます。  

◇ 障害のある人の就労ニーズは高く、就労移行支援・就労定着支援の個別給付は、今後

とも増大が見込まれます。就労支援と雇用施策との緊密な連携を図ります。  

◇ 就労継続支援 A 型は、雇用関係での就労と訓練の場ですが、利用者増大と共にその

なかから一般事業所への就労者数を見込みます。 

 

 

■就労訓練系サービスの見込量   

サービスの種類 

第３期 実績値 第４期 見込量 

平成 30

年度 

令和元 

年度 

令和２年度

（見込値） 

令和３ 

年度 

令和４ 

年度 

令和５ 

年度 

⑫ 自立訓練（機能訓

練）（上段：人） 

  （下段：人日分） 

 

0 

 

0 

 

0 

 

2 

 

3 

 

3 

0 0 0 44 66 66 

⑬ 自立訓練（生活訓

練）（上段：人） 

（下段：人日分） 

 

3.0 

 

3.1 

 

3.4 

 

3 

 

4 

 

4 

53.8 57.9 65.1 66 88 88 

⑭ 宿泊型自立訓（人） 1.6 2.4 3.0 3 3 4 

⑮ 就労移行支援 

   （上段：人）  

    （下段：人日分） 

 

21.9 

 

23.3 

 

19.9 

 

28 

 

31 

 

34 

398.3 406.3 380.0 616 682 748 

⑯ 就労継続支援Ａ型 

   （上段：人）  

    （下段：人日分） 

 

26.9 

 

26.3 

 

24.3 

 

31 

 

34 

 

37 

523.5 519.8 482.2 682 748 814 

⑰ 就労継続支援Ｂ型 

（上段：人） 

 （下段：人日分） 

 

105.3 

 

120.4 

 

125.2 

 

136 

 

154 

 

174 

1880.5 2008.8 2121.4 2992 3388 3828 
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サービスの種類 

第３期 実績値 第４期 見込量 

平成 30

年度 

令和元 

年度 

令和２年度

（見込値） 

令和３ 

年度 

令和４ 

年度 

令和５ 

年度 

⑱ 就労定着支援（人） 
0.8 4.8 6.5 5 6 7 

※ 「人」：月平均の利用実人数（延べ人数ではない）  

※ 第 3 期実績値の「人日分」：利用者が実際に利用した日数の月平均  

※ 第 4 期見込量の「人」：（平成 27 年度から令和元年度までの平均伸び率）×令和元

年度実績値を原則とし、必要に応じて実情を勘案する。  

※ 第 4 期見込量の「人日分」：「月間の利用人数」×「1 人 1 月当たりの平均利用日

数」を原則とし、必要に応じて実情を勘案する。 

（就労訓練系サービスの「1 人 1 月当たりの平均利用日数」は、22 日） 

 

 

福祉施設（就労訓練系サービス）から一般就労への移行等の見込量【新規】  

 

 

 

 

 

 

 

 

サービスの種類 

第４期 見込量 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 

一般就労移行者（人）    12   14   16 

 就労移行支援 11 13 13 

就労継続支援・Ａ型   1  1  2 

就労継続支援・Ｂ型   0  0  1 

 ※「一般就労移行者」：福祉施設（就労移行、就労継続Ａ・Ｂ型）を利用して一般就労

した人 
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 ⑲ 計画相談支援 

相談支援 ⑳ 地域移行支援 

 ㉑ 地域定着支援 

 

 

 

 

 

 

 

相談支援は、障害のある人のニーズをくみとり、サービス提供事業者との間で、仲介・

調整する伴走型のはたらきかけのことです。  

 
■各サービスの内容  
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（人／月） 計画相談支援の実績と見込量

⑲計画相談利用者実績

⑲計画相談利用者見込

⑲ 
障害福祉サービスを利用する障害者に対し、サービス等利用計画を作成し、サ

ービス提供事業者との連絡調整を行い、またモニタリングでそれを見直す。  

⑳ 
障害者施設からの退所、精神科病院からの退院に際し、住居の確保や日中活動

などの地域生活に移行するための準備を支援する。                                                                             

㉑ 
施設や病院から出て、また家族と離れ一人暮らしする人や、地域生活が不安定

な人に対して、生活を維持するため支援する。  
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現状と課題  

〇 障害福祉サービスの利用者数が年々増大しています。そのすべての利用者には、相談

支援専門員によるサービス等利用計画が作成されず、１割程度がセルフプランになっ

ています。 

〇 サービス等利用計画を作成できる相談支援専門員は、限られた人数しかいません。今

後、増加するサービス利用者のために、相談支援専門員によるサービス等利用計画が

作成できなくなる懸念があります。  

 

 

見込量と確保の方策  

◇ 市内の相談支援事業所への補助事業を拡充・継続し、その運営体制の強化をはかりま

す。 

◇ 介護保険の居宅介護支援者や障害福祉サービス提供事業所に対し、障害福祉の相談

支援事業への参入を促します。  

◇ 基幹相談支援センター＊3による相談支援事業所への後方支援、人材の養成、業務連携

体制の整備を進めます。  

 

 

■相談支援の見込量 

サービスの種類  

第３期 実績値 第４期 見込量 

平成 30

年度 

令和元 

年度 

令和２年

度（見込値） 

令和３ 

年度 

令和４ 

年度 

令和５ 

年度 

⑲ 計画相談支援

（人） 
70.8 84.7 87.1 90 100 110 

⑳ 地域移行支援

（人） 
― ― ― 1 1 1 

㉑ 地域定着支援

（人） 
― ― ― 1 1 1 

 ※「人」：月平均の利用実人数（延べ人数ではない）  

※「第４期見込量」：（平成 27 年度から令和元年度までの平均伸び率）×令和元年度

実績値を原則とし、必要に応じて実情を勘案する。 

 

 

                                                   
＊3 基幹相談支援センター 

相談支援事業所の機能を強化・拡充し、地域の相談支援体制の中核を担う機関です。本
市では社会福祉協議会に設置しています。  
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（２） 児童発達支援 

 

    

 

 

            

 

 

 

 

 

 

 

 

 
障害児にとって身近な地域で療育支援を受けることができる体制は、健やかな育ちに

不可欠です。 

  

■各サービスの内容  

 

 

                                                   
＊1 医療的ケア児 

人工呼吸器やたんの吸引、胃ろうによる栄養の注入などの医療的な生活援助が日常的に
必要な子どものことです。  

 ① 児童発達支援 

 ② 医療型児童発達支援 

 ③ 放課後等デイサービス 

児童発達支援 ④ 保育所等訪問支援 

 
⑤ 居宅訪問型児童発達支援  

 
⑥ 障害児相談支援 

 ⑦ 医療的ケア児のコーディネーター  

①  
未就学の児童を対象に、日常生活における基本的な動作の指導、知識技能の付与、

集団生活への適応訓練を通所で行う。            

②  

肢体不自由のある未就学児に対し、医療型児童発達支援センターや医療機関にお

いて、日常生活における基本的な動作の指導、知識技能の付与、集団生活への適

応訓練と治療を通所で行う。          

③  
学齢期の障害児に対し、放課後や夏休み等の長期休暇中において、生活能力向上

のための訓練等を通所により提供する。                         

④  
保育所等に通う障害児等に対し、集団生活の適応のための専門的な支援を提供し、

安定した利用を促進する。    

⑤  
重度の障害のため、児童発達支援を受けるための外出が困難な未就学児に対し、

居宅を訪問して、日常生活における基本的な動作の指導を行う。  

⑥  
障害児通所支援を利用しようとする障害児に対し、障害児支援利用計画の作成、

サービス提供事業者との連絡調整、利用状況の見直しをする。  

⑦  医療的ケア児＊ 1に対する関連分野の支援を調整するコーディネーターを配置し

て、医療的ケア児を支援する。  
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現状と課題  

〇 放課後等デイサービスの利用実績が、見込量を上回り増加しています。  

〇 令和元年 10 月の幼児教育保育の無償化に伴い、３歳～5 歳児の児童発達支援の自己

負担がなくなり、利用増加が見込まれます。  

〇 障害児通所支援の利用が増大する一方で、障害児支援利用計画を担う相談支援専門員

が限られているため、地域療育のコーディネートが不十分です。  

〇 母子保健サービスの中で、把握された発達発育課題が、学齢期になると障害児福祉の

担当者に十分に引き継がれない傾向があります。 
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見込量と確保の方策  

◇ 障害児通所支援の利用増加に対応できるよう、相談支援専門員の充実強化のために、

その確保と人材育成を図ります。  

◇ 母子保健、学校教育、障害福祉を包括し、成長発達に沿って一貫して、地域のなかで

支援できる地域療育の体制を整えます。  

◇ 医療的ケア児＊1（P.86）にとっての地域の包括的支援体制を構築するため、コーディ

ネーターの配置を進めます。  

 

 

■児童発達支援の見込量  

サービスの種類 

第１期 実績値 第２期 見込量 

平成 30 

年度 

令和元 

年度 

令和２年度 

(見込値) 

令和３ 

年度 

令和４ 

年度 

令和５ 

年度 

① 児童発達支援 

（上段：人） 

（下段：人日分） 

 

21.7 

 

31.1 

 

32.9 

 

40 

 

50 

 

60 

161 203.9 263.2 360 450 540 

② 医療型児童発達支援  

（上段：人） 

（下段：人日分） 

 

0 

 

0 

 

0 

 

1 

 

1 

 

1 

0 0 0 5 5 5 

③ 放課後等デイサービス  

（上段：人） 

（下段：人日分） 

 

144.0 

 

161.1 

 

171.0 

 

180 

 

190 

 

200 

1266.2 1439.8 1490.3 2340 2470 2600 

④ 保育所等訪問支援 

（上段：回） 

（下段：月） 

 

0 

 

0 

 

0 

 

5 

 

5 

 

5 

0 0 0 5 5 5 

⑤ 居宅訪問型児童発達支援  

（上段：人） 

（下段：人日分） 

 

0 

 

0 

 

0 

 

1 

 

1 

 

1 

0 0 0 5 5 5 

⑥ 障害児相談支援 （人） 23.3 33.4 38.7 40 45 50 

⑦ 医療的ケア児コーディネ

ーター配置人数（人） 
2 2 3 3 4 5 

 ※「人」：月平均の利用実人数（延べ人数ではない）  

 ※第１期実績値の「人日分」：月平均の実利用者が利用した時間数  

※第２期見込量の「人日分」：「月間の利用人数」×「1 人 1 月当たりの平均利用日数」

を原則とし、必要に応じて実情を勘案する。  

（「1 人 1 月当たりの平均利用日数」は、「児童発達支援」9 日、「医療型児童発達支

援」5 日、「放課後等デイサービス」13 日、「保育所等訪問支援」1 日、「居宅訪問

型児童発達支援」5 日） 
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■障害児の保育所等の利用希望及び受入人数の見込量  

サービスの種類 

第１期実績値 第２期 見込量 

平成 30 

年度 

令和元 

年度 

令和２年

度（見込

値） 

令和３ 

年度 

令和４ 

年度 

令和５ 

年度 

保育所（園） 

（上段：希望人数） 

（下段：受入可能人数） 

１ １ ４ 

 

4 

 

4 

 

5 

4 4 5 

認定こども園＊2 

（上段：希望人数） 

（下段：受入可能人数） 

0 0 0 

 

0 

 

0 

 

1 

0 0 1 

放課後児童健全育成事業＊3

（上段：希望人数） 

（下段：受入可能人数）   

24 24 27 

 

30 

 

30 

 

31 

30 30 31 

幼稚園 

（上段：希望人数） 

（下段：受入可能人数） 

４ １ １ 

 

1 

 

1 

 

2 

1 1 2 

特定地域型保育事業＊4 

（上段：希望人数） 

（下段：受入可能人数） 

0 0 0 

 

0 

 

0 

 

1 

0 0 1 

認可外＊5（地方単独事業）  

（上段：希望人数） 

（下段：受入可能人数） 

0 0 0 

0 0 1 

0 0 1 

 ※ 障害児：障害者手帳の交付を受けている子ども 

 

                                                   
＊2 認定こども園 

幼稚園と保育園の機能を併せ持ち、教育と保育を一体的に行う施設のことです。  
＊3 放課後児童健全育成事業 
  保護者が就労等の事情で家庭にいない小学生の児童に対し、授業終了後や夏休み等の長

期休業中、小学校敷地内外の専用施設等を利用して、適切な遊びや生活の場を提供し、
児童の健全な育成を図るものです。 

＊4 特定地域型保育事業 
０歳から２歳児を対象に、少人数で居宅や事業所を活用して行う保育事業のことです。  

＊5 認可外保育施設 
  児童福祉法に基づく都道府県知事などの認可を受けていない保育施設のことで、「企業主

導型保育施設」や「ベビーホテル」などがあります。 
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（３） 地域生活支援事業 

 

地域生活支援事業は、地域の特性や利用者の状況に応じて柔軟な形態により、市町村

が実施するもので、必須事業と任意事業とがあります。  

 

 

 

 

 

■各サービスの内容 

① 
障害者が日常生活や社会生活を営む上で生じる「社会的障壁」を除去するため、

障害者の理解を深めるための研修や啓発を行うもの。  

② 
障害者やその家族、地域住民等が自発的に行う活動を支援するもので、障害に係

るピアサポート、ボランティア、災害支援などを内容とするもの。  

 

■地域生活支援事業（必須事業１）の見込量  

事業名 

第３期 実績値 第４期 見込量 

平成 30 

年度 

令和元 

年度 

令和２年度 

（見込値） 

令和３ 

年度 

令和４ 

年度 

令和５ 

年度 

①理解促進 

研修・啓発 

講演会、市役所ロビー展示、障害

者交流フェスティバル実施 
実施 

                                                   
＊1 障害者支援ネットワーク協議会  

障害者団体、障害者を支援する団体、福祉施設などが連携を図り障害のある人もない人
も誰もが、地域で安心して暮らしていける社会を目指していく協議会です。  

 
① 理解促進研修・啓発事業  

② 自発的活動支援事業 

必須事業 １ 

 

 

現状と課題  

〇 毎年１２月の障害者週間に合わせ、市役所１階ロビーで、障害者団体・施設の活動発

表、パネル展示等を行っています。 

〇 障害者支援ネットワーク協議会＊1では、スポーツ文化教室、講演会やイベントを主催

しています。 

〇 市内の障害者団体や障害者支援団体に対し、市では障害者団体等自発的活動費補助金

を交付しています。  

 

見込量と確保の方策  

◇ 市内外の事業所や団体による展示や活動報告の機会を多様にします。  

◇ 障害者支援ネットワーク協議会＊1 による広報啓発活動が充実・深化するよう、補助

及び支援します。 
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事業名 

第３期 実績値 第４期 見込量 

平成 30 

年度 

令和元 

年度 

令和２年度 

（見込値） 

令和３ 

年度 

令和４ 

年度 

令和５ 

年度 

②自発的活動支援  

（団体数） 
9 6 5 9 9 9 

※ 「②自発的活動支援」の「団体数」：自発的活動費補助金の交付を受けている市内の

福祉団体数 
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■各サービスの内容 

③ 
障害者等からの相談に応じ、情報提供、助言、福祉サービス利用の支援、虐待

防止や早期発見のための関係機関との連絡調整、権利擁護の援助するもの。  

④ 
基幹相談支援センター＊2に専門的職員を配置し、地域の相談支援体制を強化す

る取り組みのこと。  

⑤ 
賃貸契約による一般住宅への入居が困難な障害者に対し、入居に要する調整や

家主等への相談や助言を行う。  

 

現状と課題  

〇 身近な相談窓口として障害者地域相談支援センター＊3を２法人に、相談支援の中核

機能をもつ基幹相談支援センター＊2 を１法人に、委託しています。  

〇 委託先の法人と委託元の行政との役割分担は、実務の中で曖昧になりがちで、真に有

効な連携や協働のあり方は今後の課題となっています。  

 

 

見込量と確保の方策  

◇ 相談支援事業の委託を拡充するとともに、市民に身近なで有効な相談窓口となる

よう事業実施方法を見直していきます。  

◇ 居住支援について、障害者支援協議会＊4での議論をふまえ、関係者によるネット

ワークや協議の場を設けて、その支援の仕組みづくりを進めます。  

 

 

 

 

 

 

                                                   
＊2 基幹相談支援センター 

相談支援事業所の機能を強化・拡充し、地域の相談支援体制の中核を担う機関です。本
市では社会福祉協議会に設置しています。 

＊3 障害者地域相談支援センター  
  市が相談支援事業所に基本相談を委託して、障害福祉についての身近な相談窓口とした

もの。 
＊4 障害者支援協議会 

地域での障害福祉に関する関係者による連携や支援体制について協議を行う会議です。  

 
③障害者相談支援事業（地域相談支援センター）  

④機能強化事業（基幹相談支援センター）  

⑤住宅入居等支援事業 

必須事業 ２ 
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■地域生活支援事業（必須事業２）の見込量  

事業名 

第３期 実績値 第４期 見込量 

平成 30 

年度 

令和元 

年度 

令和２年度

（見込値） 

令和３ 

年度 

令和４ 

年度 

令和５ 

年度 

③障害者相談支援

（実人員） 
1,044 809 780 780 790 800 

④機能強化 

（実人員） 
123 108 110 125 130 135 

⑤住宅入居 未実施  検討 実施 

※「⑤住宅入居」：第３期では、相談支援事業所と行政とが連携・協力して取組んでい

ますが、地域生活支援事業としての実施はしていません。今後は、居住支援ネット

ワークの仕組みを整備した上で実施します。  
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必須事業 ３ 

⑥成年後見制度利用支援事業  

⑦成年後見制度法人後見支援事業  

 

 ■各サービスの内容 

⑥ 
成年後見制度※5利用が有用な障害者で、必要な費用の補助がなければこの制度

の利用が困難となる人を支援するもの。  

⑦ 
成年後見制度※5 の後見業務を適正に行える法人を確保し、法人後見の活動を支

援するもの。 

 

現状と課題  

〇 成年後見制度＊5 を要する人は大勢いますが、⑥成年後見制度利用支援事業の対象と

なるのはそのごく一部です。  

〇 成年後見制度を担う第三者の専門職は少数です。社会福祉協議会も法人として成年

後見受任をしています。  

〇 権利擁護支援センター※6では、市民後見人の養成を進めていますが、少人数にとど

まります。 

 

見込量と確保の方策  

◇ 権利擁護支援センター＊6 の機能の充実と、障害のある人の財産管理と権利の擁護の

一層の充実を図ります。  

◇ 相談支援業務のなかで、権利擁護の案件を把握した場合に、成年後見制度を円滑か

つ有効に活用できるよう、事務作業の効率化を図ります。  

 

■地域生活支援事業（必須事業３）の見込量  

事業名 

第３期 実績値 第４期 見込量 

平成 30 

年度 

令和元 

 年度 

令和２年度 

（見込値） 

令和３ 

 年度 

令和４ 

年度 

令和５ 

年度 

⑥成年後見制度

利用支援（受

任件数（人） 

5 6 7 9 10 11 

                                                   
＊5 成年後見制度 

認知症・知的障害・精神障害などの理由で判断能力が不十分な場合、財産管理や介護サ
ービスの契約、遺産分割の協議などが難しい、或いは悪徳商法の被害にあう恐れがあり
ます。判断能力の不十分な方々を保護し、支援する制度です。  

＊6 権利擁護支援センター 
障害者の人権擁護のため、成年後見制度についての相談や助言、市民後見人養成等を行
います。本市では社会福祉協議会に設置しています。 
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事業名 

第３期 実績値 第４期 見込量 

平成 30 

年度 

令和元 

年度 

令和２年度 

（見込値） 

令和３ 

年度 

令和４ 

年度 

令和５ 

年度 

⑦法人後見の受

任件数（人）    
７ ９ ８ 9 10 12 

 
※ 「⑥成年後見制度利用支援（受任件数）」：市長申立により第三者の専門職後見人

（弁護士、司法書士、社会福祉士等）が後見（保佐・補助）業務を担っている障害
のある対象者の実人数です。 

 

※ 「⑦法人後見の受任件数」：法人格を持つ団体・組織が、第三者として後見（保佐・

補助）を担うものです。本市では社会福祉法人鶴ヶ島市社会福祉協議会が、市内の高

齢者や障害者の後見を受任しています。  
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■各サービスの内容  

⑧ 
聴覚、言語機能、音声機能、視覚その他の障害のため、意思疎通を図ることに支

障がある人に、手話通訳、要約筆記等の方法により意思疎通を円滑化にするもの。 

⑨ 

手話で日常会話を行うのに必要な手話語彙や手話表現技術を習得した手話奉仕員

を養成するための研修。 

 

 

現状と課題  

〇 社会福祉協議会に委託して手話通訳派遣事務所を市役所内に設置し、手話が必要とな

る場面に手話通訳者が対応しています。  

〇 市民のための手話奉仕員の養成講座を主催し、手話通訳の担い手の養成をしていま

す。 

 

 

見込量と確保の方策  

◇ 手話通訳派遣事務所の利便性を高めるため、タブレット端末による遠隔手話の実践を

拡充していきます。  

 

 

712
824

550
616

682

379 

645 665 685

780
850

900

700 709 718 

0
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Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1 Ｒ2 Ｒ3 Ｒ4 Ｒ5

（件） 手話通訳者等派遣

⑧手話通訳派遣利用者実績

⑧手話通訳派遣利用者見込

必須事業 ４ 
⑧意思疎通支援事業 

⑨手話奉仕員養成研修事業  
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■地域生活支援事業（必須事業４）の見込量  

事業名 

第３期 実績値 第４期 見込量 

平成 30 

年度 

令和元

年度 

令和２年度

（見込値） 

令和３ 

年度 

令和４ 

年度 

令和５ 

年度 

⑧意思疎通支援    

 手話通訳者・要約筆

記
＊7者派遣        

（件） 

616 682 379 700 709 718 

手話通訳者設置  

（所） 
1 1 1 1 1 1 

⑨手話奉仕員養成研修         

（人） 
6 7 ５ 10 10  10 

※「令和 2 年度（見込値）」：令和 2 年 12 月までの実績値 

 ※手話通訳派遣は、社会福祉協議会に委託し、手話通訳派遣事務所を設置して実施して

います。 

 ※要約筆記派遣は、埼玉県聴覚障害者福祉会に委託して実施しています。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                   
＊7 要約筆記 

聴覚に障害のある人への情報保障手段の一つで、話されている内容を要約し、文字とし
て伝えることをいいます。主に第一言語を手話としない中途失聴者・難聴者などを対象
とします。 
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■各サービスの内容  

 

現状と課題  

〇 日常生活用具給付の大半はストマ用装具・紙おむつといった排泄支援用具です。  

  障害のある子どもの成長発達に伴い、同一品目のサイズや枚数などの見直しをして

います。 

〇 移動支援事業は、利用者数は微増ですが、平成 30 年度に利用時間が増加しました。

一人の利用者が生活の一部（週末の外出や平日の移動）に移動支援事業を継続して

使うことが多くなっています。  

 

見込量と確保の方策  

◇ 多発する自然災害や、ICT＊8 の進歩に伴う福祉用具の開発・普及に合わせて、指

定品目の見直しを進めます。  

◇ 移動支援は、日中の外出や余暇以外にも、急用に即応できるよう指定事業所を増

やします。複数の事業所を利用者が併用でき、ニーズに即応できるようにしま

す。 
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（時間）（人） 移動支援

利用者見込 利用者実績 利用時間実績 利用時間見込

必須事業 ５ 

 

⑩日常生活用具給付事業  

 

⑪移動支援事業 

 

⑩ 
重度の障害者に対し、自立生活支援用具等の日常生活用具を給付又は貸与する

ことにより、日常生活の便宜をはかるもの。  

⑪ 
屋外での移動が困難な障害者に対し、外出の支援をし、地域での自立した生活

や余暇活動などの社会参加を促進するもの。  
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■地域生活支援事業（必須事業５）の見込量  

※「令和 2 年度（見込値）」：令和 2 年 12 月までの実績値 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
＊8  ICT 

  情報通信技術のことです。従来から使われていた IT に替わって、通信ネットワークによ

って情報が流通することの重要性を意識して使用される言葉です。  

事業名 

第３期 実績値 第４期 見込量 

平成 30 

年度 

令 和 元

年度 

令和２年度

（見込値） 

令和３ 

年度 

令和４ 

年度 

令和５ 

年度 

⑩日常生活用具給

付（各種支援用

具）  （件） 

 1,479  1,452 1,474 1,514 1,547 1,581 

 介護・訓練支援  2 3 0 5 6 8 

自立生活支援 1 5 2 6 7 7 

在宅療養等支援  5 5 4 5 6 7 

情報・意思疎通  20 8 9 8 8 9 

排泄管理 1,451 1,431 1,457 1,489 1,519 1,549 

居宅生活動作 0 0 2 1 1 1 

⑪移動支援   

（上段：人） 

（下段：時間） 

 

62 

 

61 

 

52 

 

74 

 

77 

 

81 

393 355 267 375 385 396 
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■各サービスの内容  

 

 

 

現状と課題  

〇 日中一時支援は、生活介護や就労継続支援 B 型事業を利用した後、仕事を持つ保護

者が帰宅するまでの時間帯に利用ニーズがあります。市内では１事業者によるサー

ビス提供のため、希望どおりに利用ができない現状にあります。  

〇 訪問入浴サービスの利用者は限られています。 

 

 

見込量と確保の方策  

◇ 日中一時支援事業の指定事業所が増えるよう、事業所の参入を促し、参入障壁とな

らぬよう、資格要件を緩和します。  

◇ 重度の障害児の成長に伴い、家庭での入浴介助が困難となります。居宅介護（身体

介助）のと組み合わせた効果的なサービスの在り方を検討します。  
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利用者見込

 

任意事業 

⑫日中一時支援 

⑬訪問入浴サービス 

⑫ 
障害者等の日中の活動の場を確保し、家族の就労支援及び一時的な休息を目的

として実施するもの。  

⑬ 
身体障害者の地域生活の支援のため、訪問により居宅において入浴サービスを

提供するもの 
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■地域生活支援事業（任意事業）の見込量  

事業名 

第３期 実績値 第４期 見込量 

平成 30

年度 

令和元 

年度 

令和２年度 

（見込値） 

令和３ 

年度 

令和４ 

年度 

令和５ 

年度 

⑫日中一時支援  

（上段：利用事業所数） 

（下段：利用人数） 

 

4 

 

5 

 

5 

 

6 

 

7 

 

7 

35 35 26 50 53 56 

⑬訪問入浴サービス  

（上段：委託先事業所数） 

（下段：利用人数） 

 

1 

 

1 

 

1 

 

1 

 

1 

 

1 

2 2 1 2 2 3 

※「令和 2 年度（見込値）」：令和 2 年 12 月までの実績値  
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（４） その他の事業 

 

■発達障害者等に対する支援【一部新規】  

種 類 
第４期 見込量 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 

ペアレントトレーニング＊1やペアレ

ントプログラム＊2等の受講者数（人） 
10 10 10 

ペアレントメンター※3の人数 （人） 1 2 3 

ピアサポート＊4活動への参加人数

（人） 
5 10 15 

※本市では、自発的活動費補助金を活用した委託事業として、ペアレントトレーニングを

令和 2 年度から実施している。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
                                                   
＊1 ペアレントトレーニング 

子どもの行動変容を目的として、親がほめ方や指示などの具体的な養育スキルの獲得を
目指すものです。 

＊2 ペアレントプログラム 
ペアレントトレーニングの内容にあたり、講義・演習・ロールプレイ・宿題に参加者は
取り組みます。 

＊3 ペアレントメンター 
障害のある子どもを育てた経験のある親が、障害のある子どもの親となったばかりの相
手の相談に応じ、共感して寄り添い将来の見通しを示す等の活動をする人のことです。 

＊4 ピアサポート 
障害のある子どもを育てる親という共通の立場・役割にある者同士が、親睦・交流・学
習・社会活動等の自助活動のことです。 
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■精神障害者にも対応した地域包括ケアシステムの構築【新規】  

種 類 
第４期 見込量 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 

協議の場（注 1）の開催回数 （回） 1 2 2 

 
関係者の参加者数    （人） 10 10 10 

目標設定・評価の実施回数（回） 1 1 1 

精神障害者への個別給付   

 

地域移行支援     （人） 0 0 1 

地域定着支援     （人） 0 0 1 

共同生活援助     （人） 3 3 3 

自立生活援助     （人） ２ 2 2 

注 1）地域の助け合い、教育、住まい、就労、保健・予防、医療、障害福祉・介護の多

領域多機関が連携し、支援の仕組みづくりを協議する会議。 

 

 

■相談支援体制の充実・強化【新規】  

種 類 
第４期 見込量 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 

総合的・専門的な相談支援の実施      有 有 有 

相談支援事業者に対する指導助言

の件数（注 2）      （件） 
12 14 16 

人材育成の支援件数（注 3）  

（件） 
12 13 14 

連携強化の取組の実施回数（注 4）  

（回） 
10 12 14 

注 2）市内の相談支援専門員に対し、基幹相談支援センター職員による基本相談や計画

相談についての知識・技術の情報提供や実務上の助言や提案のこと。 

注 3）市内の相談支援事業者に対し、基幹相談支援センターが提供する研修機会のこ

と。 

注 4）障害者支援の体制整備やまちづくりにつながる社会資源創出・開拓に関する取組

みのこと。 
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■障害福祉サービスの質の向上の取組【新規】 

種 類 
第４期 見込量 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 

県が実施する研修（注 5）への参加人数 

（人）     
2 2 2 

障害者自立支援審査支払等システム（注

6）の審査結果を共有する体制の有無  
有 有 有 

障害者自立支援審査支払等システムの

審査結果共有の実施回数    （回） 
1 2 2 

注 5）県が実施する障害福祉サービス等に係る市町村職員を対象とする研修のこと。 

注 6）障害福祉サービス事業者等からの報酬請求に対して、国民健康保険連合会が支払

いに応ずるときに用いるシステム（障害者自立支援審査支払等システム）のこと。 
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第１ 市民・関係機関との連携                 

 

第４期障害者支援計画の推進に当たっては、市民、事業者、関係機関の協議が欠かせ

ないことから、障害のある人をはじめ、その家族、各種障害者施設、その他関係機関及

び鶴ヶ島市障害者支援協議会と連携を密にし、計画の推進を図っていきます。  

第６期障害福祉計画・第２期障害児福祉計画のサービス見込量や事業所の指定などに

ついて、埼玉県障害福祉計画と必要な調整を図り、この計画が円滑に進むようにしてい

きます。 

 

  鶴ヶ島市障害者支援協議会とは  

   鶴ヶ島市における障害者等への支援体制に関する課題を共有し、市の実情に応じた

体制の整備について協議を行うための会議です。 

  ≪協議事項≫ 

   地域の関係機関によるネットワーク構築等に関すること  

   困難な事例への対応のあり方に関すること 

   地域の社会資源の開発、改善等に関すること 

   委託相談支援事業者等の運営評価等に関すること  

   相談支援の体制整備に関すること  

   鶴ヶ島市障害者支援計画に関すること  

  ≪組織≫ 

   保健・医療関係者 

   教育・雇用関係機関 

   民生委員・児童委員 

社会福祉協議会職員 

障害者関係団体 

障害者等、障害児の保護者又は介護者  

障害福祉サービス事業者  

学識経験者 

 
 

第２ 情報の提供・広報                    

 
第４期障害者支援計画の基本理念である「ともに生きるやさしさのあるまち」を実現

するためには、市民の理解と協力を得ることが不可欠です。そのために、障害者基本法・

障害者総合支援法・児童福祉法の趣旨や第４期障害者支援計画の内容の普及啓発に努め

ます。 

また、この計画を推進するために、関係機関への第４期障害者支援計画の配付、市民

センター・図書館などでの計画書の閲覧、インターネットホームページへの掲載などを

通して、広く周知します。  
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第３ 計画の達成状況の点検及び評価              

 

計画期間（令和３年度から令和５年度）の各年度において、達成状況の点検・評価を

行い、その結果に基づき見直しを行うなど、計画に掲げる目標の達成に向けて必要な対

策を講じます。 

また、点検・評価の際は、鶴ヶ島市障害者支援協議会などに意見を聴くとともに、そ

の結果を公表します。 

 

 

第４ 財源の確保                       

 

第６期障害福祉計画及び第２期障害児福祉計画は、国の基本指針に基づき、各種サー

ビスごとの見込量などの数値目標を設定し、計画的な整備を行うものとされており、そ

の財源の確保が必要不可欠です。  

これらの計画に設定した各種サービスごとの見込量を確保するために、行財政改革の

実効性を高め、財政健全化を図ることはもとより、障害者福祉施策全般にわたり、サー

ビスの内容、質、量等について、必要な見直し・検討を図り、財源の確保に努めます。 

また、障害者総合支援法及び児童福祉法に基づく、国や県の負担金・補助金など必要

な財源の確保に努めます。  
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資料編 
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１ 鶴ヶ島市障害者支援協議会設置要綱 

 

（目的） 

第１条 この告示は、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平

成１７年法律第１２３号）第８９条の３の規定に基づき、地域における障害者等への支

援体制に関する課題について情報を共有し、関係機関等の連携の緊密化を図るとともに、

地域の実情に応じた体制の整備について協議を行う場として、鶴ヶ島市障害者支援協議

会（以下「協議会」という。）を設置し、障害者及び障害児（以下「障害者等」という。）

の自立した日常生活及び社会生活の促進を図り、障害児の保護者又は介護者の福祉の向

上に資することを目的とする。  

（所掌事項） 

第２条 協議会は、次に掲げる事項について協議するものとする。  

(1) 地域の関係機関によるネットワーク構築等に関すること。  

(2) 困難な事例への対応のあり方に関すること。 

(3) 地域の社会資源の開発、改善等に関すること。 

(4) 委託相談支援事業者、指定特定相談支援事業者及び指定障害児相談支援事業者の運

営評価等に関すること。  

(5) 基幹相談支援センター等機能強化事業及び都道府県相談支援体制整備事業の活用

等、相談支援の体制整備に関すること  

(6) 鶴ヶ島市障害者支援計画に関すること。  

(7) 障害を理由とする差別の解消の推進に関すること。 

(8) 前各号に定めるもののほか、市長が必要と認めること。  

（組織） 

第３条 協議会は、委員２０人以内で組織する。 

２ 委員は、次に掲げる者のうちから市長が委嘱する。  

(1) 保健・医療関係者 

 (2) 教育・雇用関係機関 

 (3) 民生委員・児童委員 

 (4) 社会福祉協議会職員 

(5) 障害者関係団体 

(6) 障害者等、障害児の保護者又は介護者  

(7) 障害福祉サービス事業者  

(8) 前各号に掲げる者のほか、市長が必要と認める者  

（任期） 

第４条 委員の任期は、３年とする。ただし、再任を妨げない。  

２ 委員が欠けた場合における補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。  

（会長及び副会長）  

第５条 協議会に会長及び副会長を置き、委員の互選によりこれを定める。  

２ 会長は、会務を総理し、協議会を代表する。 

３ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故あるとき、又は会長が欠けたときは、その職務

を代理する。 

（会議） 

第６条 協議会の会議は、会長が招集し、その議長となる。  
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２ 協議会は、委員の過半数が出席しなければ、会議を開くことができない。  

３ 協議会の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決するところ

による。 

４ 協議会は、必要があると認めるときは、関係者の出席を求めて意見を聴くことができ

る。 

（専門部会） 

第７条 協議会は、専門の事項を協議するため、専門部会を置くことができる。  

２ 専門部会の委員は、専門的知識を有する者及び関係機関等のうちから市長が委嘱する。 

（事務局） 

第８条 協議会の事務局は、健康福祉部障害者福祉課に置く。  

（守秘義務） 

第９条 協議会及び専門部会の委員は、個人情報その他業務上知り得た秘密を他に漏らし

てはならない。その職を退いた後も、同様とする。  

（その他） 

第１０条 この告示に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。  

   附 則 

１ この告示は、平成２５年４月１日から施行する。  

２ この告示は、平成２８年４月１日から施行する。  
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【委員名簿】 

会 長 本名 靖 

副会長  菊本 圭一 

№ 区分 委員構成 氏 名 所属 

１ １号 保健・医療関係者 加藤 新一朗 坂戸保健所 

２ １号 保健・医療関係者  小池 真由美 
介護老人保健施設  

鶴ヶ島ケアホーム 

３ １号 保健・医療関係者  石田 直美 市保健センター  

４ ２号 教育・雇用関係機関  島村 健幹 川越公共職業安定所  

５ ２号 教育・雇用関係機関  安達 隆元 市教育委員会教育センター 

６ ２号 教育・雇用関係機関  小泉 賢太朗 毛呂山特別支援学校  

７ ２号 教育・雇用関係機関  平田 佳子 市立発育支援センター  

８ ３号 民生委員・児童委員  武田 和子 民生委員・児童委員連合協議会  

９ ４号 社会福祉協議会職員  菊本 圭一 社会福祉協議会  

10 ５号 障害者関係団体 草嶋 克枝 
高次脳機能障害者を支える会

こもれび 

11 ５号 障害者関係団体 松本 勇 障害者支援ネットワーク協議会  

12 ６号 障害者等、障害児の保護者又は介護者 町田 弘之 公募 

13 ６号 障害者等、障害児の保護者又は介護者 松本 曜 公募 

14 ６号 障害者等、障害児の保護者又は介護者 渡邉 朗子 公募 

15 ７号 障害福祉サービス事業者  若山 孝之 
特定非営利活動法人  

埼玉障害者センター  

16 ７号 障害福祉サービス事業者  山下 信一 株式会社てくてく 

17 ７号 障害福祉サービス事業者  筋野 裕右 トータルファミリーサポートあゆみ 

18 ７号 障害福祉サービス事業者  細貝 ひな子 ＮＰＯ法人カローレ  

19 7 号 障害福祉サービス事業者  小見 景子 
特定非営利活動法人  

あゆみ福祉会 

20 8 号 学識経験者 本名 靖 東洋大学ライフデザイン学部 
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２ 鶴ヶ島市障害者支援計画策定委員会設置要綱 

  

（設置） 

第１条 障害者基本法第１１条第３項に規定する市町村障害者計画、障害者の日常生活及

び社会生活を総合的に支援するための法律第８８条第１項に規定する市町村障害福祉

計画及び児童福祉法第３３条の２０第１項に規定する市町村障害児福祉計画を統合し、

鶴ヶ島市障害者支援計画（以下「支援計画」という。）を策定するため、鶴ヶ島市障害

者支援計画策定委員会（以下「策定委員会」という。）を設置する。  

 （所掌事務） 

第２条 策定委員会は、次の各号に掲げる事項を所管する。  

(1) 支援計画の策定に関して必要な事項を審議するとともに、策定案の作成に関するこ

と。 

(2) その他支援計画の策定に関し必要なこと。  

 （構成） 

第３条 策定委員会の委員は、別表１に掲げる職にある者をもって構成する。  

２ 策定委員会に委員長及び副委員長を置き、委員長に健康福祉部長、副委員長に健康福

祉部参事の職にある者をもって充てる。  

 （会議） 

第４条 策定委員会の会議は、委員長が招集する。 

２ 委員長は、委員会を代表し、会務を総理し、会議の議長となる。  

３ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるときは、その職務を代理する。  

 （事務局） 

第５条 策定委員会の事務局は、障害者福祉課が担当するものとする。  

 （委任） 

第６条 この要綱に定めるもののほか、策定委員会の運営に関し必要な事項は、委員長が

別に定めることができる。  

   附 則 

 この要綱は、平成２９年１０月１１日から施行する。  
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【委員名簿】 

 所 属 氏 名 備 考 

１ 総合政策部長 有 路 直 樹  

２ 総務部長 石 島 洋 志  

３ 市民生活部長 町 田 偉 将  

４ 健康福祉部長 高 沢 嘉 晴 委員長 

５ 健康福祉部参事 長 島 き ぬ 子 副委員長 

６ 都市整備部長 笠 原 修 一  

７ 教育部長 新 堀 敏 男  

８ 教育部参事 谷 ヶ 崎 仁  
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３ 計画策定の経過 

 

日付 内容 備考 

令和 2 年 

6月 9日～  

7 月 31 日 

障害者市民意識調査実施   

6 月 18 日 市議会全員協議会 

・第 4 期障害者支援計画の策定について  

 

7 月 16 日～ 

 8月 5日  

障害者団体等ヒアリング実施   

7 月 28 日 第 1 回障害者支援協議会  

・第 4 期障害者支援計画について  

 

9 月 29 日 第 1 回障害者支援協議会障害者支援計画策定に係る作業部会  

・計画の位置づけについて  

・現状と課題について  

・基本理念・施策体系について  

 

11 月 20 日 第 1 回障害者支援計画策定委員会  

・第 4 期障害者支援計画（素案）について  

 

11 月 25 日 第２回障害者支援協議会障害者支援計画策定に係る作業部会 

・第４期障害者支援計画（素案）について 

 

12 月 17 日 臨時障害者支援協議会  意見聴取（書面） 

・第４期障害者支援計画（素案）について  

 

12 月 17 日 市議会全員協議会 

 

 

12 月 25 日～ 

令和 3 年 

  1 月 24 日 

市民コメント実施  

３月 3 日 第 2 回障害者支援計画策定委員会  

・市民コメントの結果について  

・第 4 期障害者支援計画（案）について  
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4 市民コメント制度の実施 

 

計画策定にあたって広く市民の意見を求めるため、市民コメントを実施しました。  

 

■市民コメントの概要  

項 目 内 容 

実施期間 令和 2 年 12 月 25 日～令和 3 年 1 月 24 日 

公表方法 ・市ホームページに掲載  

・情報公開コーナーにおける閲覧  

・各市民センター、若葉駅前派出所、保健センター、女性センター、

中央図書館、障害者福祉課における閲覧  

 

応募件数 ７１件 
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